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共同体感覚を育む集団ＳＳＴ 
―般化を促す統合的プログラムの試み― 

 

上條正太郎（上越教育大学教職大学院）・檜野華鈴（上越教育大学教職大学院） 

矢野保志斗（上越教育大学教職大学院）・赤坂真二（上越教育大学教職大学院） 

 
 

要  旨 

 

本研究では，集団 SST を含む統合的プログラムの実施を通して共同体感覚を育むことが，社会的スキルの獲得・遂行を促

し，学級での対人的適応を高めることへ効果があるのか検証した。小学校４年生を対象に，２か月間の実施期間を設定した。

分析Ⅰでは，統合的プログラム実施前後において共同体感覚と学級満足度にどのような変容が見られるのか測定し，その結

果をもとに２尺度間の相関分析を行った。結果として，統合的プログラム実施後に共同体感覚と学級満足度について正の変

容が認められ，学級満足度と共同体感覚には相関がある可能性が示された。分析Ⅱでは，統合的プログラムの実施が子ども

たちの共同体感覚をどのように育んだのか検証するため，セルフモニタリングの記述分析を行った。結果として，統合的プ

ログラムの実施を通して，達成感，被受容感，肯定的な感情が得られることで，社会的スキルの獲得・遂行・般化を促して

いくという共同体感覚の育成過程が明らかになった。 
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１ 問題の所在と目的 
 

文部科学省の『平成 30 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について』によれ

ば，小学校における不登校児童数は年々増加し，平成 30 年度の不登校児童数は 6,451,187 名に上る(1)。調査では小学

校における不登校の学校に係る要因としていじめを除く友人関係をめぐる問題が 21.7%と最多となっており(2)，この

ことから，学校における対人的な不適応が大きな問題となっていることが分かる。 

 このような子どもたちの対人的不適応について，清水(2012)は，ソーシャルスキルに関する動向研究から，学校生

活スキルと不登校などの不適応との関連を報告している(3)。また，佐藤・立元(1999)は，学校適応に関する動向研究

から，「社会的スキルが学校適応ないしは学校への満足感に関与している」と述べ，このような不適応への予防的介入

として社会的スキル指導が行われ，行動改善に効果があったことを報告している(4)。 

しかし，松尾・新井(1997)は，児童の社会的行動における動機づけの研究から，社会的場面において喚起される感

情及び，児童が設定する目標が児童の社会的行動に影響を与えることを示しており，十分な行動のレパートリーを知

識としてもっていても，喚起された感情によって適切にレパートリーを選択，実行できないことが考えらえると述べ

ている(5)。松尾・新井(1998)は，社会的スキルの獲得や遂行を妨げている感情として，対人不安に着目している(6)。

松尾・新井(前掲 1998)は対人不安を「対人的場面に遭遇したり，あるいはそれを予測したりすることによって起こる

個人の不安反応」としており，この対人不安が子どもの仲間関係の形成や維持において重要な意味をもつことを指摘

している(7)。松尾・新井(前掲 1998)は，他者から評価されることに対する不安の高さと対人的自己効力感の低さが重

なったときに対人不安が生じる可能性があると述べている(8)。対人的自己効力感とは，「対人的場面において適切な社

会的行動を遂行することが，どの程度自分に可能かについての主観的な評価」と定義している(9)。このことから，社

会的スキルの獲得・遂行に影響を与える主観的感情には，対人的自己効力感と他者からの否定的評価懸念という２つ

の側面があることが考えられ，いかに対人的自己効力感を育み他者からの否定的評価懸念を解消するかが要点となる。 

このような子どもたちの内面における適応状態を把握し，不登校などの不適応への予防的対応に活かすために，河

村らによって「楽しい学校生生活を送るためのアンケート Q-U」（以下 Q-U）が開発され，全国の現場で子どもたちの

アセスメントとして広く活用されている(10)。河村(2007)はこの Q-Uのデータから，友人関係において「身近な子ども

とつながることで不安を解消している」子どもたちなど，友人関係の偏りや，自ら広げていこうという気持ちのもて

ない子どもの存在を挙げている(11)。赤坂(2010)はこのような人間関係をつくることが苦手な子どもたちを「つながれ

ない子どもたち」として，教師が積極的に子どもたちとつながり，子ども同士のつながりをつくるために，対人関係

支援に有効なアドラー心理学によるアプローチを提唱している(12)。アドラー心理学とは，教育の目的を共同体感覚の

育成とし，他者との共同的な結びつき，理解し理解されているという感覚，他者や共同体への関心，自分が他者に必

要とされているという存在意義の感覚など，対人関係や共同体に対する建設的な関係の構築自体を教育の基本に据え

ている考え方である(古庄，2008(13))。この共同体感覚について，橋口(2012)は「「私は人々にプラスを与える能力が

ある」「人々は私にプラスを与えてくれる」という信念」と定義している(14)。これは対人的自己効力感の向上と他者

からの否定的評価懸念の解消という２つの側面を含みこんだ感覚であることが分かる。このことから，アドラー心理

学によるアプローチを通して共同体感覚を育むことが，社会的スキルの獲得・遂行を促し，学級での対人的適応を高
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めることが考えられる。 

 共同体感覚の育成の方法として，木下・赤坂(2020)はアドラー心理学の理論を背景としたクラス会議を挙げている
(15)。木下らは，クラス会議の実施について，高坂(2014)の「小学生版共同体感覚尺度」(16)を用いた効果測定により総

合得点に有意な上昇が認められていることを指摘し，共同体感覚の育成にクラス会議が有効であることを述べている。

また，ネルセン(2000)はクラス会議について「若者たちに人生のあらゆる領域－学校，職場，家庭，社会－で成功を

収めるために必要不可欠なスキルと態度を教えるもの」(17)と述べていることからも，クラス会議が共同体感覚と良好

な対人関係をつくるスキルを育むプログラムであることが分かる。しかし，赤坂(2014)は，「以前よりも方法論に関す

る情報が入手しやすくなったとはいえ，誰でもできるというわけではない」と述べ，クラス会議の実施の難しさと時

間の確保を課題として挙げている(18)。また，小野寺・河村(2003)も，対人関係能力育成に関するプログラムの実施に

おいて，物理的な課題として，学校現場での授業時間の確保が非常に難しい点を指摘しており(19)，学校現場での継続

的な実施の難しさが課題であることが分かる。堀部ら(2019)は，児童の社会的不適応への対応として社会生活技能の

獲得・改善を目指すソーシャルスキルトレーニング(以下 SST)の有効性を挙げている。その中で，時間の確保という

課題に対して学級単位で実施する集団 SSTを短時間で継続的に行うことで，高学年の Q-Uの承認得点，被侵害得点，

友達関係得点の項目において有意な正の変容があったと述べている(20)。会沢(2014)は，Q-Uにおける満足型学級を教

育力のある学級であるとし，「満足型学級とは，高い共同体感覚を有した子どもたちからなる学級のことである」(21)

と述べている。このことから，学級満足度を高めることと共同体感覚を育むことには関係があると考えられる。以上

のことから，学校現場において無理なく行える，学級集団を対象とした短時間での集団 SSTの継続的な実施を通して

共同体感覚を育むことが，社会的スキルの獲得・遂行を促し，学級での対人的適応を高めることに効果があると考え

られる。しかし，集団 SSTの実施が共同体感覚を育むとする研究は管見の限り見当たらない。そこで，集団 SSTと共

同体感覚の関連について以下に検討していく。 

河村(2007)は，ソーシャルスキルを「対人関係を営む知識と技術」とし，体験学習を通してスキルを身に付けるト

レーニングをソーシャルスキルトレーニング(SST)であると述べている(22)。以下にSSTに関する先行研究を概観する。

子ども同士の人間関係の不適応の背景に，相手の話が聞けない，すぐに暴力に訴えてしまうなど，基本的な社会的ス

キルが獲得されていないことが問題としてあることが指摘され(藤枝・相川，1999(23))，社会的スキル獲得を目指した

方策として，社会的スキル訓練（social skills trainings）が実施されてきており，中でも学級集団を対象とした集

団 SST の実施が成果を挙げている（佐藤ら，2000(24））。集団 SST の効果として，学級内の全児童が社会的スキルの学

習機会を得ること，児童同士がモデルとなったり，フィードバックを与えたりすること，社会的スキル獲得の促進が

期待できることや（藤枝・相川，2001(25）），学級集団への SST 実施は対人関係における不適応の予防として適してい

ることが述べられている（後藤ら，2000(26)）。 

しかし，SST で習得したスキルや行動の般化が起こりにくいということが課題として指摘されている（佐藤ら，

1993(27)）。佐藤ら(2000)は，維持般化を出現させる条件として４点挙げており，その中で訓練対象児に生じた社会的

スキル使用の増加を，仲間が強化する環境をつくる必要性を述べている(28)。また，金山ら(2000)は，集団 SSTの効果

が維持された要因として，児童の適切な行動に対して担任からの社会的強化刺激が提供されていたことが可能性とし

て示唆されている(29)。以上の２点を踏まえ，松尾・新井(前掲 1998)(30)の指摘した対人的自己効力感の向上と他者か

らの否定的評価懸念の解消を視点に，以下の３点の手続きを統合的に行い，社会的スキルの般化について検討する。 

a.児童同士の肯定的相互評価 

藤枝・相川(前掲 1999)(31)は，社会的スキルの般化を促すために，児童同士が行動の変化に気づき，フィードバック

していくことの必要性を述べている。小石・岩崎(2000)は，子どもたちに学級全員の「良いところ」を書かせ，それ

を一覧にまとめたものを全員に配付し，また一人一人に対しては自身の良さが書かれた個別のリストを配付した。こ

れにより，仲間から肯定的に見られていることを意識させ，仲間関係への自己効力感を高めただけでなく，社会的ス

キルの自己認知も高くなったと述べている(32)。浅本ら(2010)は，児童同士で互いにスキル遂行について評価する活動

が，児童の自己効力感を高めた可能性を示唆している(33)。このことから，児童が友達の良さを見つけようとしたり，

友達から自分の良さを教えてもらったりしたことで，児童相互の仲間関係の認知が変化し，児童同士において仲間へ

の働きかけが積極的に行われたと考えらえる。以上のことから，児童同士の肯定的な相互評価活動を行うことで，仲

間が自分のことを肯定的に見てくれていると認知することができ，このことが他者からの否定的評価懸念を解消する

とともに，対人的自己効力感を高めることができると考えられる。 

b.教師の肯定的フィードバック 

社会的スキルの般化のためには，仲間間における社会的強化だけでなく，向社会的行動を行えたことについての意

識的な賞賛や，向社会的行動について学級で取り上げる等の具体的な促しや働きかけの必要性も指摘されている（在

原ら，2009(34））。藤枝，相川(前掲 1999)の「教師の目からは，児童の適切な行動の増加が確認できても，児童は自分

の行動に関してそのような認識がもてなかったものと思われる。」(35)という指摘から，教師が学級で児童の行動に対

して肯定的なフィードバックを行うことで，児童が無自覚であった適切な行動を自覚化させることができ，対人的自

己効力感を高めることにつながると考えられる。 

c.セルフモニタリングによる自己強化 

西岡・坂井(2007)は，SST の維持般化を目的に SST 実施後にセルフモニタリングを行うことで，社会的スキルが獲

得される可能性を示唆している(36)。セルフモニタリングとは，自らの行動を視覚的な形で振り返ることで，自己修正

的調整を行うことであり，自己強化を与えることで，より多くの場面で，社会的スキルのリハーサルが可能となり，
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般化に繋がると考えられる(37)。福島・菅原(2005)は，セルフエフィカシー上昇を目的に，セルフモニタリングを行い，

自己効力の中の「行動の積極性」と「不安の低さ」に関する認知を高くする効果を示したと述べている(38)。福島・菅

原(前掲 2005)は，自己の行動への確信を強化する最も大きな要因は自己の成功体験とそれにともなって経験されるポ

ジティブな生理反応であるとし，セルフモニタリングによって自己の認知を感情へ焦点化させ，その時にとった行動

とそうしようとした考えを質問することで，自己効力上昇の重要な情報源とすることができるとしている(39)。このこ

とから，友達とのかかわり中での成功体験や，友達・教師からの肯定的な評価を情報源とし，自己をふり返りながら

自己認知を行うことが，対人的自己効力感を高めることにつながると考えられる。 

ここまで示した，a.b.c.の手続きを統合的に実施することで，対人的自己効力感の向上と他者からの否定的評価懸

念の解消を通して共同体感覚を育み，SSTで習得したスキルの般化を促すことができると考える。 

以上より，本研究では，集団 SSTを含む統合的プログラムの実施を通して共同体感覚を育むことが，社会的スキル

の獲得・遂行を促し，学級での対人的適応を高めることへ効果があるのか検証する。その際，学級での対人的適応の

指標としては，「Q-U」での学級満足度を取り上げることとした。学級満足度は，学級での友達や教師から承認されて

いるか否かを示す「承認得点」と，不適応感やいじめ・冷やかしなどを受けているかを示す「被侵害得点」の二つの

下位項目からなる学級満足度尺度を用いて測定される。この学級満足度では，子どもたちの学級での人間関係におけ

る適応状態がとらえられるため，学級での対人的適応の指標とすることにした。 

そこで分析Ⅰでは，統合的プログラムの実施後における共同体感覚尺度と学級満足度尺度の変容の測定を行うこと

と，その結果から，会沢(前掲 2014)の述べる「満足型学級とは，高い共同体感覚を有した子どもたちがからなる学級

のことである」(40)という指摘をもとに，共同体感覚と学級満足度の相関について検証する。分析Ⅱでは，統合的プロ

グラムの実施が子どものたちの共同体感覚育成にどのような影響を与え，社会的スキルの獲得・遂行・般化につなが

ったのか，対人的自己効力感と他者からの評価という２つの側面から検証を行う。 

 

 

２ 分析Ⅰ 「統合的プログラムの実施後における共同体感覚尺度と学級満足度尺度の変容の測定と，
２尺度間の相関についての検証」 

 

２．１ 目的 

 統合的プログラムの実施後に共同体感覚尺度と学級満足度尺度の結果がどのように変容するのか測定を行うことと，

その結果を用いて２尺度間における相関について分析し，共同体感覚を育成することが学級での対人的適応を高める

ことにつながるのか，その関連について検証する。 

 

２．２ 方法 

２．２．１ 対象 

A 県 B小学校 4 年生 1 学級 26 名（男子 17 名・女子 9 名） 

２．２．２ 調査時期 

 令和元年 8月 26日から 10月 31日の期間，対象学級に入り予備調査等を行った。 

 本分析にかかわる調査期間は，令和元年 11月 1日～12月 12日である。 

２．２．３ 効果の測定材料 

 本分析では，橋口(前掲 2012)の「共同体感覚尺度」(41)と河村(前掲 2006)の「Q-U」の「学級満足度尺度」(42)を用い

て測定する。 

２．２．３．１ 共同体感覚尺度 

 橋口（前掲 2012）は，共同体感覚の「私は人々にプラスを与える能力がある」を「共同体感覚的自己スキーマ」と

し，「人々は私にプラスを与えてくれる」を「共同体感覚的他者スキーマ」とした(43)。これをもとに，橋口（前掲 2012）

の共同体感覚尺度を使用し，「共同体感覚的自己スキーマ」と「共同体感覚的他者スキーマ」の上昇を測定する中で，

共同体感覚が育成されたかを読み取る。 

２．２．３．２ 学級満足度尺度 

 河村（前掲 2006）の「楽しい学校生活を送るためのアンケート QU」における「学級満足度尺度」を使用し，友達

や教師から承認されているか否かを示す「承認得点」と，不適応感やいじめ・冷やかしなどを受けているかを示す「被

侵害得点」の二つの下位項目から子どもの学級満足度を読み取る(44)。 

２．２．４ 標的スキル 

 河村(前掲 2007)(45)を参考に，標的スキルとプログラムを考案した（表 1）。スキルの選定では，担任と相談しなが

ら児童の実態に合わせて聞き方・伝え方について実施することとした。考案したプログラムについては，対象校の職

員と協議を行い児童の実態に合わせて改良した上で実施した。 
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表１ 標的スキルと実施プログラム 

実施回数 標的スキル・プログラム 

セッション１ 
自分の気持ちを表情・声・身振りで表す 

「めざせリアクションの達人」 

セッション２ 
友達が何かうまくできた時には「上手だね」とほめる 

「ほめ方十人十色」 

セッション３ 
友達のまじめな話を，相手の気持ちに合わせて聞こう 

「相手のために聞き方レベルアップ」 

セッション４ 
みんなが気持ちのいい話し合いの仕方 

「みんなが気持ちいい話し合いをしよう」 

 
２．２．５ 学級集団 SST 

２．２．５．１ セッティング 

本研究での統合的プログラムは，集団 SST実施と実施後 2週間以内に実施した３つの般化手続きを合わせて 1セッ

ションとし，合計 4セッションを実施した。 

２．２．５．２ 集団 SST 

 朝学習の 15 分間を使い，コーチング法を用いて行った。1 名のトレーナー(大学院生)が実施補助に入り，担任と事

前に打ち合わせを行い，担任主導で行った。 

コーチング法を用い，①インストラクション：標的スキルの提示とねらいの説明，②モデリング：ペアや班で実施

するために担任とトレーナーが実際に行われる活動と同じように行う手順説明，③リハーサル：児童がペアまたは班

で，役割を交代しながら実施，④フィードバック：担任が見取った児童の適切な行動について肯定的なフィードバッ

クの実施，の順序で行った。 

２．２．６ 統合的プログラムにおける３つの般化手続き 

 集団 SST実施後，2週間以内に以下の 3 つの般化手続きを行う。 

２．２．６．１ 児童同士の肯定的相互評価 

 松山（2015）は，児童同士がカードという蓄積できる具体物で認め合う実践を行っており，紙に書いて手渡すこと

で，単なるいいところ見つけで終わらせず，相手の反応を感じ，あたたかい言葉は人を元気にさせたり人を喜ばせた

りする力があることを実感させることをねらいとしている(46)。この実践を参考に，カードを用いた肯定的相互評価を

行い，そのカードを贈り合い，もらったカードを台紙に貼って蓄積する活動を行う。本研究では，カードのことを「に

こにこレター」と呼び，1セッションにつき 2回実施した。 

２．２．６．２ 教師の肯定的フィードバック 

 藤枝・相川（前掲 1999）の指摘から(47)，教師が肯定的フィードバックを行うことで，児童に自分がソーシャルスキ

ルを活用していることを実感させ，SST で学んだことの般化につなげていく。本研究では，教師の肯定的フィードバ

ックの場を SST実施中に加えて，朝の会と帰りの会において，1セッションにつき 4回実施した。 

２．２．６．３ セルフモニタリング 

実施した SST に関する児童同士の肯定的相互評価と教師からの肯定的フィードバックを受け,自己の行動を自由記

述で振り返るセルフモニタリングを 1セッションにつき 2回実施した。セルフモニタリングを行う際には，担任から

各セッションの SSTの目標行動の確認と，肯定的相互評価である「にこにこレター」を 3 つ紹介してもらい，その後

全員が自分宛の「にこにこレター」を受け取った上で，ふり返りの記述を行った。 

 

２．３ 結果と考察 

２．３．１ 各尺度の結果 

 中野・田中(2012)が開発した「js-STAR」を用いて分散分析を行った(48)。 

２．３．１．１  共同体感覚尺度の結果と考察 

表 2 は，統合的プログラムの実施前と実施後の共同体感覚尺度の結果を用いて一要因参加者内計画による分散分析

を行った結果である。結果から，共同体感覚全体として，有意な上昇を示した(F=11.62，p<.01)。下位項目では，他

者スキーマにおいては有意な上昇を示し(F=13.36，p<.01)，自己スキーマにおいて上昇方向に有意傾向を示した

(F=3.85，p<.10)。中野・田中(前掲 2012)は，有意水準について「有望な改善の機会を逃してしまう危険性があるこ

とから，「探索発見型」の研究では 10％を目安にすることもできる」(49)として，目的に応じた有意水準の設定の必要

性を述べている。本分析における探索的意義からも，自己スキーマにおける有意傾向についても変容を認め，考察し

ていく。以上のことから，統合的プログラム実施後に児童の共同体感覚の上昇が示された。 
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表 2 分析方法：一要因参加者内分散分析（N=25） 

項目 時期 平均 標準偏差 F 比 

共同体感覚 
10 月 32.48 6.07 

11.62 ** 
12 月 34.52 5.21 

下位項目 

自己スキーマ 
10 月 16.96 3.17 

3.85  + 
12 月 17.60 2.95 

他者スキーマ 
10 月 15.52 3.35 

13.36 ** 
12 月 16.92 2.92 

+p<.10 *p<.05 **p<.01  
 

２．３．１．２  学級満足度尺度の結果の考察 

表 3 は，統合的プログラムの実施前と実施後の学級満足度尺度の結果を用いて一要因参加者内計画による分散分析

を行った結果である。結果から，承認得点においては有意な上昇を示し(F=7.84，p<.01)，被侵害得点では下降方向に

有意傾向を示した(F=3.05，p<.10)。ここでも先ほどと同じように有意傾向についても変容を認める。以上のことから，

統合的プログラム実施後に児童の学級満足度の上昇が示された。 

表 3 分析方法：一要因参加者内分散分析(N=25) 

項目 時期 平均 標準偏差 F 比 

承認得点 
10 月 19.16 3.75 

7.84 ** 
12 月 20.76 3.61 

被侵害得点 
10 月 9.88 4.84 

3.05  + 
12 月 8.28 3.45 

+p<.10 *p<.05 **p<.01             

 

２．３．２ 共同体感覚と学級満足度の相関 

中野・田中(前掲 2012)が開発した「js-STAR」を用いて相関分析を行った(50)。 

２．３．２．１ 統合的プログラム実施前における相関分析 

表 4 では，統合的プログラム実施前の共同体感覚尺度と学級満足度尺度の関連性を見るために，相関係数を計算し

た。その結果，承認得点と自己スキーマの間に有意な正の相関が見られた（r=0.795，F=39.58，df1=1，df2=23，p<.01）。

相関の強さは相当強いと言える。承認得点と他者スキーマの間にも，有意な正の相関が見られた(r=0.733，F=26.66，

df1=1，df2=23，p<.01)。相関の強さは相当強いと言える。被侵害得点と自己スキーマの間には，有意な負の相関が見

られた(r=-0.723，F=25.26，df1=1，df2=23，p<.01)。相関の強さは相当強いと言える。被侵害得点と他者スキーマの

間にも，有意な負の相関が見られた(r=-0.656，F=17.35，df1=1，df2=23，p<.01)。相関の強さは中程度と言える。 

表 4 統合的プログラム実施前の共同体感覚尺度と学級満足度尺度の相関分析 

 承認得点 被侵害得点 自己スキーマ 他者スキーマ 

承認得点 － -0.513 ** 0.795 ** 0.733 ** 

被侵害得点  － -0.723 ** -0.656 ** 

自己スキーマ   － 0.737 ** 

他者スキーマ    － 
                                  +p<.10 *p<.05 **p<.01       

 
２．３．２．２ 統合的プログラム実施後における相関分析 

 表 5 では，統合的プログラム実施後の共同体感覚尺度と学級満足度尺度の関連性を見るために，相関係数を計算し

た。その結果，承認得点と自己スキーマの間に有意な正の相関が見られた(r=0.853，F=61.45，df1=1，df2=23，p<.01)。

相関の強さは相当強いと言える。承認得点と他者スキーマの間にも，有意な正の相関が見られた(r=0.562，F=10.62，

df1=1，df2=23)。相関の強さは中程度と言える。被侵害得点と自己スキーマの間に，有意な負の相関が見られた(r=-

0.732，F=26.51，df1=1，df2=23，p<.01)。相関の強さは相当強いと言える。 
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表 5 統合的プログラム実施後の共同体感覚尺度と学級満足度尺度の相関分析 

  承認得点 被侵害得点 自己スキーマ 他者スキーマ 

承認得点 － -0.589 **  0.853 **  0.562 ** 
被侵害得点 

 
－ -0.732 ** -0.264 ns 

自己スキーマ 
  

－  0.571 ** 
他者スキーマ       － 

+p<.10 *p<.05 **p<.01   
     

２．３．２．３ ２つの相関分析の結果に対する考察 

 統合的プログラム実施前後の相関分析より，承認得点と自己スキーマ，承認得点と他者スキーマ，被侵害得点と自

己スキーマに関連があることが示された。実施前後の相関関係の違いとして，実施後に被侵害得点と他者スキーマの

相関が無くなっている点が認められる。そこでそれぞれの得点の実施前後の変容を確認すると，他者スキーマは有意

な上昇があり，被侵害得点においては下降方向に有意傾向を示しており，どちらの変容も統合的プログラム実施に効

果があった可能性を示している。しかし，被侵害得点において変化が認められるほどの変容ではなったため，相関を

示さなかったことが考えられる。このことは，実施効果に対して望ましい変容があったという点では，相関関係が維

持される可能性があると考えられる。以上のことから，共同体感覚と学級満足度には相関がある可能性が示された。 

 

２．４ 分析Ⅰの総合考察 

 分析Ⅰの結果から明らかになったことは，統合的プログラムの実施後において共同体感覚尺度と学級満足度尺度に

正の変容が見られたことと，共同体感覚と学級満足度には相関があることが示されたことの 2点であった。このこと

から，会沢(前掲 2014)(51)の指摘が支持され，学級満足度が高まることは共同体感覚が高まることにつながることが明

らかとなった。よって，共同体感覚が育成されることで学級での対人的適応が高まる可能性が示された。 

 

 

３ 分析Ⅱ 「統合的プログラム実施が児童の共同体感覚に与えた影響についての検証」 

 

３．１ 目的 

分析Ⅰより，統合的プログラムの実施後に共同体感覚の正の変容があることが認められた。そこで，統合的プログ

ラムの実施が子どもたちの共同体感覚の育成にどのような影響を与え，そのことが社会的スキルの獲得・遂行・般化

にどのようにつながったのかということについて，対人的自己効力感と他者からの評価という２つの側面から検証を

行う。 

 

３．２ 方法 

３．２．１ 対象・実施時期 

分析Ⅰと同様 

３．２．２ 効果の測定材料 

 セルフモニタリングの自由記述をもとに，福士・名郷(2011)(52)の方法を援用し以下のように分析を行った（表 6）。

複数の回答者の小さなテキストデータを扱うため，福士らが述べるように，大谷(2007)(53)の SCATと西條(2007)(54)の

SCQRMを用いることで，小さなデータから概念・カテゴリーを抽出し，理論記述を行うことができると考える。 

表 6 分析手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．３ 分析結果と考察 

４回のセッションの記述内容をそれぞれ分析し，下位概念とカテゴリーを抽出した。各回を通して，得られたカテ

ゴリーはほぼ同じものであった。しかし，セッション 2 と比較してセッション 3 では，【達成感】と【他者からの受容

感・肯定感の認知】のカテゴリーの下位概念が 1 つずつ増加していた。また，セッション 1～3 がペアでの活動であっ

たのに対し，セッション 4 のみグループでの活動であったことや，記述量としてもセッション 3 が多くなっていた。

① ふり返りの自由記述を意味のまとまりに応じてセグメント化し，SCAT

のフォームに沿ってコードを付していく。 

②セグメントごとに短冊状に切り分けて並べ替え，同じような意味のま

とまりを分析シートに分類していく。 

③分析シートに集まったセグメントごとの概念から，これらの概念を包

括する上位概念をカテゴリーとして名付ける。 

 ④SCQRMの理論に基づきモデル図を構築し，理論記述し考察した。 
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このことから，セッション 3 の分析結果が統合的プログラムの実施過程をより詳細に捉えることに適していると判断

した。そこで以下にセッション 3 の結果をもとに分析を進める。 

 （以下表記について 【上位カテゴリー】，＜下位概念＞，「記述内容」） 

表 7 カテゴリー一覧 

カテゴリー 下位概念 代表的な記述内容 
セグメント 

n=34 

【達成感】 

＜自己の取組成功への

肯定的認知＞ 

「ぼくは相手に聞こえるように話せてよかったです」 

「いつもより大きい声を出せてよかった。」 
17 

＜学級の目標達成への

肯定的認知＞ 

「全員が同じ時間みんなに聞こえる声で話せていていい

と思いました。」 
5 

【他者からの

受容感・肯定

感の認知】 

＜被受容体験の喜び＞ 「みんなが自分の話を聞いてくれてうれしかったです。」 2 

＜他者からの肯定的評

価への喜び＞ 

「自分のいいところなどをさがしてくれて見てくれてい

たからうれしかったです。」 
4 

＜他者評価からの自己

の気付き＞ 

「自分では分からなかったけど，みんなと同じ時間にし

っかり話せてよかったです。」 
2 

【次回への動

機づけ】 

＜次回への意欲＞ 「次は私がだれかのいいところを見つけたいです。」 1 

＜次回への目標＞ 「この SSTで身に付けた力で大きな声で話せたらいいな

と思いました。」 
1 

【新たな価値

への気付き】 

＜取り組むことへの肯

定的な認知＞ 

「やっぱりみんなが意見をきくのは大切だとまた思いま

した。」 
2 

 

３．３．１ 統合的プログラムの影響モデル図 

 抽出されたカテゴリーをもとにして「統合的プログラムの影響モデル図」として，概念図を作成した。 

 

図 1 統合的プログラムの影響モデル図 

 
３．３．２ 各カテゴリーについての分析・考察 

 カテゴリーごとの分析とカテゴリー間の関連について，以下に考察していく。 

【達成感】 

 ＜自己の取組成功への肯定的認知＞のセグメントの数が一番多くあり，「班で話した時，相手に聞こえる声で話せて

よかったです。」など，SSTで練習した行動目標について，自分が取り組むことができたことを記述している。ふり返

りにおいて，この成功体験を自己認知することで，自己強化が図られたことが考えらえる。またこれらの記述には，

具体的な行動ができたことが記述されていることから，子どもたちにとって SST実施の際に具体的な行動目標を提示

したことが，自分が目標行動を行うことができたかどうかを評価しやすくなったり，自分がどのような行動をすれば
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よいかが分かりやすくなったりすることにつながったと考えられる。上地ら(2003)は，成功体験を積み重ねることが，

セルフエフィカシーや結果予期を高めると述べており(55)，ここでの直接的達成経験が，対人的自己効力感と共同体感

覚における自己スキーマの向上につながったことが示唆される。 

 ＜学級の目標達成への肯定的認知＞では，「みんなちゃんと，同じ時間話していて，聞こえるように話していてよか

ったです。」など，自分も含めた学級集団が目標を達成できたことを認知することで，自己と集団の成功体験を得られ

たことが考えられる。また，集団の成功体験は，友達への肯定的な捉えへとつながることも考えられる。 

【他者からの被受容感・肯定感の認知】 

 ＜被受容体験の喜び＞では，SSTの場面や他の学習の場面において，「みんなが自分の話を聞いてくれてうれしかっ

た」など，友達に受け止めてもらえたという直接体験を通して，受容感を得ていることが考えられる。＜他者からの

肯定的評価への喜び＞では，「ちゃんと話せていることをかいてもらえたのでうれしかったです」など，にこにこレタ

ーを受け取ることを通して友達が自分のいいところを見つけてくれたことに喜びを感じている記述がある。このこと

から，自分のいいところを見つけてくれた他者に対して肯定的に捉えることができたと考える。この他者への肯定的

な捉えは，他者からの否定的評価懸念の解消を促した可能性が考えられる。また，上地ら（前掲 2003）は，「重要な他

者からの激励や賞賛」である「言語的説得」が自己効力感を高める情報源であると述べていることから(56)，＜他者評

価からの自己の気付き＞では，自分では気づかなかった“目標行動ができた自分”を知ることができ，【達成感】を得

ることができたと考える。また，それを教えてくれた友達に対しても肯定的に捉えることができると考える。以上の

ことから，これらの経験を積み重ねることで，他者からの否定的評価懸念の解消や共同体感覚の他者スキーマである

「人々は私にプラスをもたらしてくれる」という感覚を育むことにもつながったのではないかと考えられる。また，

他者からの言語的説得により，対人的自己効力感の向上にもつながったと言える。 

【次回への動機づけ】【新たな価値への気付き】 

 【次回への動機づけ】では，【達成感】のカテゴリーで見られた，達成できたことへの喜びから派生した「この SST

で身に付けた力で大きな声で話せたらいいなと思いました」「次は私がだれかのいいところを見付けたいです。」とい

う記述が見られた。この記述は，【他者からの被受容感・肯定感の認知】のカテゴリーでの友達に認められた経験，友

達の行動からの気付きなどが影響を与えている可能性が考えられる。また，【新たな価値への気付き】では，「やっぱ

りみんなが意見をきくのは大切だとまた思いました。」という記述が見られ，自らの行動を見直し，そのことを肯定的

にとらえていることが考えられる。これらの記述から，SST で獲得したスキルが日常へ般化していく可能性が考えら

れる。また，橋口(2017)は，共同体感覚が，他者へ関心をもつことから，貢献しようという決心もつことへと進んで

いくことの中には，幸福へとつながる潜在的なプロセスモデルがあるとして，共同体感覚と主観的幸福感や肯定的気

分に関連があることを述べている(57)。このプロセスは，分析を通して見られた過程，つまり，子どもたちが友達から

肯定的に認められたり，友達とのかかわりに自信をもてたりするなど，肯定的感情を得ることを積み重ねることで，

自分から友達に声をかけたり，良いところを見つけようとしたりする行動へとつながる過程と重なる。子どもたちが

友達とかかわる喜びを感じていることで，社会的スキルの獲得・遂行・般化へとつながっていくといえるのではない

か。このことから，達成感や被受容感などの肯定的な感情が共同体感覚を高め，社会的スキルの獲得・遂行を促した

可能性が考えられる。 

 

３．４ 分析Ⅱの総合考察 

 セルフモニタリングの記述から，達成感と被受容感を得ることで，対人的自己効力感を向上させたことと，他者へ

の肯定的な見方が高まることで他者からの評価されることへの不安を解消していったことが示唆された。さらに，統

合的プログラムに取り組む中で，子どもたちが達成感や被受容感という肯定的な感情を得ることで，友達との良好な

関係形成につながるかかわりが日常へと般化させていく可能性も示唆された。 

 本分析では，福士・名郷(前掲 2011)の方法を援用し(58)，SCAT(59)の一部を用いて SCQRM(60)の関心相関的研究法によ

り分析を行った。福士・名郷(前掲 2011)が述べているように，自由記述を切片化して分析を行うことは，複数の回答

者から得られたデータを扱う際に適していると言える(61)。また，モデル図を作成し理論記述していく際にも，理論的

飽和ではなく，目的相関的飽和に達したと捉えることで，本理論記述によって本分析の目的である共同体感覚がどの

ように育成されたかという過程を説明することができたと言えるであろう。 

以上のことから，統合的プログラムの実施を通して，達成感，被受容感，肯定的な感情が得られることで，社会的

スキルの獲得・遂行・般化を促していくという共同体感覚の育成過程が明らかになった。 

 

 

４ まとめと今後の課題 
 

本研究では，集団 SSTを含む統合的プログラムの実施を通して共同体感覚を育むことが，社会的スキルの獲得・遂

行・般化を促し，学級での対人的適応を高めることに効果があるのか，分析Ⅰ，分析Ⅱを通して検証をしてきた。 

分析Ⅰでは，統合的プログラムの実施後に共同体感覚と学級満足度に正の変容が認められた。また，共同体感覚と

学級満足度に相関があることが示された。このことから，共同体感覚の育成が学級での対人的適応を高める可能性が

示された。今後の共同体感覚を扱う研究において，学級満足度に関する研究知見がより活用されることが期待される。 

 分析Ⅱでは，統合的プログラム実施後に共同体感覚に正の変容が認められたことから，統合的プログラムの実施が
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共同体感覚の育成にどのように影響を与えたのか検証した。統合的プログラムの実施過程において対人的自己効力感

の向上と他者からの否定的評価懸念が解消されることで，子どもたちが達成感，被受容感，肯定的な感情を得ていき，

社会的スキルの獲得・遂行・般化を促していることが明らかとなった。以上のことから，集団 SSTを含む統合的プロ

グラムの実施を通して共同体感覚を育むことが，社会的スキルの獲得・遂行・般化を促し，学級での対人的適応を高

めることに効果があることが示された。 

しかし，分析Ⅱについてはセルフモニタリングの記述からのみ分かるものであり，実際に子どもたちの行動にどの

ような変容があったかについては明らかにされていない。統合的プログラムの実施後に「子どもたち同士のかかわり

方が柔らかくなった」という担任の見取りが報告されていることからも，子どもたちの行動変容が認められる可能性

が高い。今後は子どもたちの実際の行動変容をとらえ，検証していくことが課題である。 
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アドラー心理学に基づくクラス会議における議題が児童の 
発話に及ぼす影響に関する事例研究 

－クラス会議における２つの機能に基づく話し合いの比較を通して－ 
 

  木下 将志（千曲市立治田小学校）・佐野 太洲（新潟市立鳥屋野小学校） 
赤坂 真二（上越教育大学教職大学院） 

 
 

 要   旨 

 

アドラー心理学に基づくクラス会議は，学級全体の運営に関わる問題の解決を目的とする「クラス議会（集団議題）」と問

題を抱えた個人の支援を目的とする「オープンカウンセリング（個人議題）」の２つの話し合いに基づく機能を持つ。本研究

は，この２つの機能に基づく話し合いの比較を通して，クラス会議における議題内容が児童の発話に及ぼす影響を明らかに

することを目的として，クラス会議中の全体討議場面とペア対話場面における児童の発話を量的・質的に分析し，比較検討

を行った。その結果，次のことが明らかとなった。一つ目は，全体討議場面において，集団議題は個人議題に比べて「話し

合い」を運営・維持する発話を多くすることに影響を及ぼし，個人議題は集団議題に比べて，雑談・独り事などクラス会議

とは関係のない発話を多くすることに影響を及ぼすことが示された。二つ目は，ペア対話場面において，児童の発話カテゴ

リーを数量的に分析した結果では有意な差は見られなかったが，比較的大きな会話単位で分析した結果，集団議題は個人議

題に比べて，意見の対立を避け，どちらかが同調する会話ケースを多くすることに影響を及ぼし，個人議題は集団議題に比

べて，お互いに納得するまで対話しようとする会話ケースを多くすることに影響を及ぼすことが示された。このように，集

団議題と個人議題では，児童の発話に異なる影響を及ぼしている可能性が示された。 
 

キーワード 
アドラー心理学 クラス会議 議題 発話分析 会話ケース 

      
 
１ 問題の所在 

 

１．１ 問題の背景 

学校現場では，いじめ，暴力行為など児童生徒間の人間関係の問題が指摘されて久しく（文部科学省 2019(1）），学

習環境である学級や学校における児童生徒間のよりよい人間関係構築に向けてより一層，生徒指導の充実が求められ

ている。生徒指導の充実を図るために，秋山（2014）は，生徒指導の最も重要な教育の場として位置づけられている

特別活動を基盤とした学級経営を充実させる必要性を主張している(2）。また，文部科学省（2018）は，特別活動での

学級活動における「自治的・自発的な活動」を中心として，学級経営の充実を図ることを述べている（3）。特別活動の

在り方について，佐々木・中村（2011）は，「特別活動の実施において，今ひとつ重要なのは話合い活動である」と述

べ（4），「自治的・自発的な活動」の 1 つである「話合い活動」（脇田 2019（5））を，特別活動における重要な役割を果

たす活動であると位置づけている。このように学校教育では，特別活動での学級活動における「話合い活動」を基盤

とした学級経営の充実を図ることが求められている。「話合い活動」について，「児童が日常の学校生活を通して新た

な問題点を見出して，その解決に向けた提案を行い，多様な意見交流を通して，それぞれが協力できる着地点を見出

そうとする活動」（松岡 2014（6））と定義されている。 

小学生を対象とした学級活動における「話合い活動」の先行研究を概観すると，話合い活動での授業分析に着目し

た研究（若松ら 2017（７）, 山田・清水 2019（８））の他に，複式学級における話合い活動に着目した研究（仮屋園 2003
（９）；仮屋園ら 2004（10）），複式学級と単学級による話合い過程を比較した研究（仮屋園・丸野 2007（11） 2008(12）），異

学年集団による縦割り学級における話合い活動に着目した研究（岡田 2017(13））など通常学級以外においても研究の

蓄積が見られる。また，特別活動の目的である「社会性の育成」（宮田 2010(14））に着目した研究に，宮田（2015）(15），

松本ら（2019）(16）の報告がある。宮田（2015）は，小学校低学年の学級活動の実践を通して，よりよい人間関係を学
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び，社会的資質を身に付けることについて研究を行った。その結果，低学年の話し合い活動においても，学級の児童

が互いの立場や考えを認め，折り合いをつけながら合意した解決策を集団決定することができれば，「発話効力」「他

者協調」「自己実現」が高まると述べている。また、松本ら（2019）は，小学校 2 年生における話し合い活動において，

学級満足度尺度（Q-U），及び宮田（2015）で検討されていない発話の量的・質的な分析により検討した。その結果，

協同問題解決のプロセスと規範及び向社会性の促進との関連が示唆されたことを報告している。このように，学級活

動における話合い活動の効果は先行研究において多数報告されている。 

しかしながら，赤坂ら（2012）は，学級活動における「話合い活動」が，目的，方法，効果の曖昧さからその効果

の大きさが期待されながらも教師の実践が伴っていないことを指摘している(17）。また，後藤・脇田（2016）が実施し

た「学級担任の学級会に関する調査」によると調査対象者の半数が「特別活動の教え方がわからない」と回答し，学

級会コーナーを設置している学級は，わずか 3 割弱であった(18）。山田・清水（2019）は，「話合い活動」の意味と指導

方法を，根拠あるかたちで提示できれば，話合い活動の実施率が高まる可能性を指摘している(8）。つまり，学級活動

における「話合い活動」は依然として指導が十分でない実態が報告されており，「話合い活動」研究では，目的，方法，

効果を根拠あるかたちで，明示していくことが喫緊の課題と考えられる。 

 

１．２ アドラー心理学とクラス会議 

学校教育に応用できるよう改良し，プログラム化された数少ない「話合い活動」の１つに「クラス会議」（森重 2010(19） 

赤坂 2014a(20））が挙げられる。「クラス会議」とは，Adler，A（1870-1937）の理論を背景としたアドラー心理学に基

づく「話し合い活動」であり，「集団にかかわることや個人的な葛藤などの生活上の諸問題を，支持的で受容的な雰囲

気の中で，民主的な手続きを経て解決する話し合い活動」と定義されている（赤坂 2014b(21）)。クラス会議の有用性

について，学校現場で実践している教員からの逸話的報告（八長 2015(22），久下 2015(23））とともに，数量的指標を用

いて，その効果を検証した報告がある。例えば，赤坂（2014a）は，クラス会議の実施により，学級満足度尺度（Q-U）

の「承認得点」の上昇と被侵害得点」の低下が有意に認められ，学校生活満足度が高まったことを報告している（20）。

松崎ら（2016）(24）が小学校における「満足型」学級づくりの試みの一つとして，「クラス会議」を挙げているなど，

クラス会議は，子どもの学級適応を高め学級経営の充実を図る手立ての一つとして期待されている。 

しかしながら，クラス会議研究の動向をまとめた木下・赤坂（2020a）は，クラス会議研究の方法について，尺度と

いった量的な調査を用いた研究が中心であることから，クラス会議で見出されている効果の因果関係の曖昧さを指摘

し，クラス会議における子どもの効果を詳細に分析するために発話・会話分析等の質的な調査方法を取り入れて研究

する必要性を述べている(25）。 

クラス会議における児童の発話を検討した木下・赤坂（2020ｂ）は，児童の振り返り用紙から肯定的評価が高いク

ラス会議（以下：高クラス会議）と低いクラス会議（以下：低クラス会議）を設定し，クラス会議中の全体討議場面

及びペア対話場面における児童の発話分析を通して，高クラス会議と低クラス会議における児童の発話の特徴を検討

した。結果，高クラス会議は低クラス会議に比べて，全体討議場面では，クラス会議を成立させるための指示・注意

など「話し合い」を維持する発話が多く見られた。また，ペア対話場面では，雑談のようなクラス会議とは関係のな

い発話が多く見られるが，お互いの考えを納得するまで対話する会話ケースが多く見られる特徴を明らかにした(26）。

しかしながら，アドラー心理学に基づくクラス会議は，野田・萩（1989）(27）が提唱した学級全体の運営に関わる問題

解決を目的とした「クラス議会」と問題を抱えた個人の支援を目的とした「オープンカウンセリング」の２つの話し

合いに基づく機能を持ち（赤坂ら 2012(17）），高クラス会議は，「オープンカウンセリング」である一方，低クラス会

議は，「クラス議会」であり，両クラス会議における話し合う課題が異なっていた。丸野ら（2001）は，課題の違いに

よって，「話し合い過程」に違いがあることを指摘し(28），また，間瀬ら（2007）は，話し合いの話題や内容に対する児

童の認識の違いが，話し合い過程の違いに影響する可能性を指摘している(29）。つまり，高クラス会議と低クラス会議

における児童の発話の違いは，話し合う議題が要因で児童の発話に影響を及ぼした可能性が考えられる。従って，ク

ラス会議が併せ持つ２つの機能に基づく話し合いが児童の発話に及ぼす影響について検討することは，クラス会議特

有の話合い活動である「オープンカウンセリング」に関する知見を得ることが期待でき，すでにクラス会議が見出し

ている効果の因果関係の究明へのアプローチとなる。しかし，クラス会議における 2 つの機能に基づく話し合いに着

目し，比較検討する中で，児童の発話にどのような影響を及ぼすのか明らかにした研究は管見の限り見当たらない。 

そこで，本研究では，アドラー心理学に基づくクラス会議が併せ持つ，学級全体の運営に関わる問題の解決を目的

とした「クラス議会」と問題を抱えた個人の支援を目的とした「オープンカウンセリング」の 2 つの機能に基づく話

し合いにおける児童の発話を比較し，クラス会議における議題が児童の発話に及ぼす影響を事例的に検討した。 
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２ 研究の目的と定義 

 

２．１ 研究の目的 

アドラー心理学に基づくクラス会議は，学級全体の運営に関わる問題の解決を目的とする「クラス議会」と問題を

抱えた個人の支援を目的とする「オープンカウンセリング」の２つの話し合いに基づく機能を持つ。本研究の目的は，

この２つの機能に基づく話し合いの比較を通して，クラス会議における議題内容が児童の発話に及ぼす影響を明らか

にすることである。 
 

２．２「クラス議会」と「オープンカウンセリング」について 

クラス会議で話し合われる議題について，赤坂（2015）は，「個人に関する議題と集団に関する議題がある。」と述

べている(30）。筆者の判断では，「クラス議会」とは，赤坂（2015）が述べる「集団に関する議題」であり，一方，「オ

ープンカウンセリング」とは，「個人に関する議題」であると解釈することができる。そこで，本研究では，「クラス

議会」を「集団議題」とし，「オープンカウンセリング」を「個人議題」として定義する。 
  

 
３ 研究方法                            

 

３．１ 対象学級 

新潟県公立 A小学校 第６学年 男児４名 女児 13名 計 17名 

対象学級は，河村（1998）(31）が開発した学級満足度尺度（「楽しい学校生活をおくるためのアンケート（以下 Q-U）」）

による調査（６月４日実施）の結果，学級満足群の児童が全体の約 71％（12 人），非承認群の児童が全体の 29％（５

人）で，「親和的なまとまりのある学級集団（満足型）」であった。対象学級の児童は，下学年次からクラス会議を実

施している。学級担任は，学級について「助け合ったり，優しい学年である。発言ができる子と出来ない子で差があ

る」と述べていた。 

 

３．２ 期間 

2019 年６月上旬から 2019 年７月中旬 

 
３．３ 手続き 

2019 年 6 月 6日から 2019 年 7月 11 日の間，計６回にわたり 

参与参観を行った。議題については，集団議題，個人議題ともに

3回ずつ実施した（表１）。教室の後方に，教室全体を映せるよう

に，ビデオカメラ 1 台，iPad1 台を設置した。また子どもたち全

員（17名）に IC レコーダー1台ずつ装着し，映像と音声を記録し

た。なお，観察者である第一筆者は，学級担任から「みんながク

ラス会議をする様子を見て勉強する人」と子供に紹介された。本

研究におけるクラス会議プログラムは赤坂（2014b）(21）が作成し

たクラス会議プログラムに準拠して実施した（表２）。進行に不具

合が生まれた時は，第一筆者が教師や子どもたちに言葉がけを行 

いながら実施した。また，子どもの実態を把握するために，4 月

15 日に参与参観及び学級担任に簡単なインタビューを行った。 

本研究では，クラス会議における議題が児童の発話に及ぼす影 

響を検証していく。そのため，「全体討議場面」は「５．議題及び

提案理由の確認」から，一方，「ペア対話場面」は「６．解決策を

出し合う（２人ペアで解決策を出す）」「７．解決策に対して賛成・

心配意見を出し合う（２人で相談する時間あり）」場面における児

童の発話について，第１筆者がビデオ録画及びＩＣレコーダーで

録音したものから発話プロトコルを作成した。またペア対話場面

における話し合いでは，一人ひとりの発言が比較的短く，久保田・

日付 議題 提案者 議題内容 

6/6  ① 集団 児童Ａ みんなが楽しく勉強するためにはどうす

るか 

6/13 ② 集団 図書委員会 6 年生が本をたくさん読むためには 

6/18  ③ 個人 教師 もっと温かい言葉がけを増やすためには 

6/25  ④ 集団 

 

教師 

イベント係 

みんなが喜んで参加してくれるネット型

大会にするにはどうしたらいいか 

7/4   ⑤ 個人 

 

児童Ｂ 

児童 C 

メディアを守るためにはどうすればいい

か 

7/11  ⑥ 個人 児童 D 宿題をやってくるにはどうしたらいいか 

順 クラス会議の流れ 

1 円（輪）になる 

2 話合いの決まりの確認 

3 認め合い活動（ハッピー・サンキュー・ナイス） 

4 前回の解決策の振り返り 

5 議題及び提案理由の確認 

6 
解決策を出し合う 

（２人ペアで解決策を出す） 

7 
解決策に対して賛成・心配意見を出し合う 

（２人ペアで相談する時間あり） 

8 決定（多数決） 

9 振り返り（司会団の感想・教師の語り） 

表１ 各時間の議題内容 

表２ クラス会議授業デザイン 
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西川（2004）(32）が述べる，話者の発話中に別の話者が発話するオーバーラップ発話の会話が弾むことがある。そのた

め，オーバーラップされた発話は，発話プロトコルの中に//を記した。 

 

３．４分析方法 

３．４．１【分析１】全体討議場面における児童の発話分析   

クラス会議中の全体討議場面における児童の発話を分析することで，集団議題と個人議題における児童の発話の特

徴を検証する。６時間分のクラス会議について，発話記録の採取を試みた。発話の採取は，「円（輪）になる場面」（表

２）に，円の中心に設置した IC レコーダーを基に，ビデオカメラ，iPad で発話者を特定しながら，発話プロトコル

を作成した。また，クラス会議中の児童の発話を岸・野嶋（2006）(33）を参考に，「１．児童間の話者交替」，「２.同一

話者間内の発話における発話機能の変わり目」を基準として区切り１発話とした。全体討議場面の総発話頻度数は

1787（教師：132，子ども：1655）であった。次にそれらを発話単位毎に分類するために，カテゴリー表を作成した（表

３）。本カテゴリーは，グループ学習における発話分類カテゴリーを作成した町・中谷（2014）(34）と学級活動におけ

る話合い活動における発話カテゴリーを作成した松本ら（2019）(16）を参考に，クラス会議における発話の枠組みに変

更し，作成した木下・赤坂（2020ｂ）に準拠した。また，木下・赤坂（2020ｂ）を基に，クラス会議関連発話を，倉

盛（1999）(35）を参考に，「深い処理」「浅い処理」の発話分類を実施した。「深い処理の発話」とは，理由を挙げなが

ら自分の判断を説明したり，質問を行ったりするような発話であり，「浅い処理の発話」とは，相手の意見の繰り返し，

課題内容の確認といった発話である。 

カテゴリーの分類は第一筆者が第二筆者にカテゴリーの説明を行った上で分析を行った。一致率は，93.2％であっ

た。その後，分析者間で異なっているところは，協議の上でカテゴリーを決定した。分類された発話数を集計し，町・

中谷（2014）に準拠して，中位カテゴリーごとに集団議題と個人議題とで児童の発話数に差があるのか調べるために，

４×２のχ２検定により分析を行った。 

 

３．４．２ 【分析２】ペア対話場面における児童の発話分析   

クラス会議には，全体討議場面の他に，ペアで解決策を考える時間が設けられている。そこで，クラス会議中のペ

ア対話場面における児童の発話を分析することで，集団議題と個人議題の児童の発話の特徴を検証する。６時間分の

クラス会議について，発話記録の採取を試みた。発話の採取は，全員に装着した IC レコーダーを基に，ビデオカメ

ラ，iPadで発話者を特定しながら，発話プロトコルを作成した。ペア対話場面の総発話頻度数は 2061（教師：46，子

ども：2015）であった。また．ペア対話時の発話について，分析１同様にカテゴリー分類を行った。一致率は，83.2％

であった。その後，分析者間で異なっているところは，協議の上でカテゴリーを決定した。分類された発話数を集計

し，町・中谷（2014）に準拠して，中位カテゴリーごとに集団議題と個人議題において児童の発話数に差があるのか

調べるために，４×２のχ２検定により分析を行った。 
 

表３ クラス会議における発話カテゴリー 

上位  
カテゴリー  

中位  
カテゴリー  

下位  
カテゴリー  

 
定   義  

 
発  話  例  

 
 
 
 
 
クラス会議  

関連  

 
 

 
深い  

意見・説明  議題について，自分の考えを詳しく述

べている説明や意見  
・私は⑤番の意見に賛成です ,えっと理由は、通信教育とかでそう  

いうのが実際に取り入れられてるから、効果的でいいと思います。 
質問・提案  相手の説明をより詳しくする質問・提

案  
・11 時から見たい番組があって、同じ時間にもう 1 個見たいのが  

あって、録画は１個しかできないってなったらどうするんですか。 
応答  相手の質問を受け，自分の説明をより

詳しくしようとしている応答  
・そうそう，バドミントンだとネットが同じでバレーもやるってなっ  

たの。  
 
 

浅い  

意見・説明  議題について，自分の考えを述べてい

る，述べようとしている発話  
・えっと～僕が、、、、  
・親に聞いて，教科書を見ます。  

質問・提案  相手の説明や質問に対する，単純な疑
問の表出  

・どういうこと？・なんで？  
・え？  

応答  相手の説明や質問に対する，相槌や復

唱等の一般的応答  
・A も、B さんと同じ・なるほど  
・いいね         

 
クラス会議  

運営・維持関連  

指示・注意  クラス会議を成立させるための，指
示・確認・問いかけ・注意  

・ちょっと待って ・「かき集める」っていう言い方だめ  
・他にありますか？ ・ねぇ，ねぇ，遊ぶ時間じゃないじゃん  

応答  指示・注意に対する一般的応答  ・わかりました  ・ごめん，ごめん。  
 

 
非クラス会議関連  

雑談  議題と関係ない雑談，ふざけ，じゃれ

あい，いさかい等  
・じゃんけんで勝ったじゃ～ん ・マイクに録音されているよ。  
・ははははは（笑）       

独り事  他者からの反応を求めていない独り

言等  
・字が見えねぇ～。   ・あ，そっか。  
・あ、そういうことか。 ・いや～でも違うな～なんだろ  
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３．４．３ 【分析３】ペア対話場面における児童の会話の質的分析   

話し合いの分析単位は，個々のセンテンスなどを分析 

単位とする方法以外に比較的大きな会話単位で分析する

方法がある。高橋・三崎（2013）は，1 会話を次のように

定義している。授業の内容に関して，発問―返答の何回

かのくり返しがあり，一つの内容が終了するか，時間の

間隔が空くか，のいずれかが認められた時が 1 会話であ

る(36）。本研究においても，これに準じた。 

1 会話の内容について，木下・赤坂（2020ｂ）(26）と同

様に古田・西川（2001）(37）の会話ケースに準拠した。選

定理由として，アクティブラーニングの一手法である『学び合い』（西川 2010(38））研究において，主に使用されてい

る（林・三崎 2015(39），林ら 2019(40））が，総合的な学習の時間（桐生・西川 2002(41））や教師の授業検討会（桐生ら 

2008(42））での話し合い場面でも使用されている。このことから汎用性が高いものと判断し，クラス会議における話し

合いでも適用できると考えた。表４に示すように「無関心ケース」「強制ケース」「安易合意ケース」「経験交換ケース」

の４つに分類し，これらのいずれも当てはまらないものを「その他」に分類した。「その他」については，林・三崎

（2015）(39）同様に，本研究では綿密に取り上げて分析は行っていない。会話ケースの分類は，第１筆者が第２筆者に

会話ケースの説明を行った上で分析を行った。一致率は 87.1％であった。その後，分析者間で異なっているところは，

協議の上で会話ケースを決定した。表５のように分類した会話ケース数を，集計し，会話ケース数が，集団議題と個

人議題で差があるのかを５×２のχ２検定により分析した。 

 
 
４．結果と考察 
 

４．１ 【分析１】の結果 

a.発話カテゴリーの集計結果 

表５には，クラス会議中における全体討議場面での児童の

発話数の差を示している。χ２検定を行った結果，1％水準で有

意差が見られた（χ２（3）=18.522，ｐ<．01)。実測値と残差

分析の結果，「集団議題」において，指示・確認などの運営・

維持関連が有意に多く，雑談などの非クラス会議関連発話が

有意に少ない。一方，「個人議題」において，非クラス会議関

連発話が有意に多く，運営・維持関連発話が有意に少ない。 

以上から「集団議題」では，クラス会議を成立させるための指示・確認などの運営・維持関連発話が多く，「個人議

題」では，クラス会議とは関係のない雑談などの非クラス会議関連発話が多いことが明らかとなった。また，全体討

議場面における児童の発話頻度数を表６に示した。 

 

b.集団議題における発話事例の解釈的分析 

表７（次頁）は，集団議題における「解決策に対して賛成・心配意見を出し合う」（表 1）場面の 1 場面である。こ 

こでは，「ネット型大会の練習時間について」討議している様子である。 

表４ 会話ケースの分類基準 

ケース名 定義 

a.無関心 

ケース 

お互いの「経験についての考え（知識）」に関心がなく交

流を求めない。発話数が少ない。 

b.強制 

ケース 

お互いの「経験についての考え（知識）」を強制的に排除

または無視する。断片的な発話で言い合いをする。 

c.安易合意 

ケース 

お互いに「経験についての考え（知識）」を述べるが交流

が浅い。意見の対立を避け，どちらかが同調し安易に合

意する。 

d.経験交換 

ケース 

お互いに「経験についての考え（知識）」を説明しあい，

交流する。納得するまで対話しようとしている。 

e.その他 以上 4 つのケースに当てはまらなかったもの。 

表５ 全体討議場面のカテゴリー別発話数 

中位カテゴリー 集団議題 個人議題 

クラス会議関連（深い） 
 141(18.2％） 

 0.429 

 153(17.4％） 
-0.429 

クラス会議関連（浅い） 
 204(26.1％） 

-1.204 

255(28.9％） 
 1.204 

運営・維持関連 
 424(54.9％） 

  1.960 * 

439(49.9％) 
  -1.960 * 

 非クラス会議関連 
6 (0.8％） 
-3.982 ** 

 33(3.8％） 
    3.982 ** 

計 775 880 

上段が発話数（％） 下段が調整済み残差  p<.05 * p<.01** 

      集団議題  計   個⼈議題  計   
上位カテゴリ 中位カテゴリ 下位カテゴリ  1 時   2 時  4 時 度数 （％）  3 時  5 時  6 時 度数 （％） 

クラス会議 
関連 

深い 
意⾒・説明 24 38 33 95 （12.3） 46 38 34 118 （13.4） 
質問・提案 4 12 12 28 （3.6） 3 1 10 14 （1.6） 

応答 0 9 9 18 （2.3） 0 15 6 21 （2.4） 

浅い 
意⾒・説明 11 24 59 94 （12.1） 48 24 36 108 （12.3） 
質問・提案 6 16 33 55 （7.1） 29 29 25 83 （9.4） 

応答 5 18 32 55 （7.1） 31 17 16 64 （7.3） 
クラス会議 

運営・維持関連 
指⽰・注意 94 89 152 335 （43.2） 139 93 114 346 （39.3） 

応答 28 20 41 89 （11.5） 37 20 36 93 （10.6） 
⾮クラス会議関関連 雑談 1 0 2 3 （0.4） 2 4 4 10 （1.1） 

独り事 3 0 0 3 （0.4） 8 12 3 23 （2.6） 
    計 176 226 373 775 （100.0） 343 253 284 880 （100.0） 

表６ 全体討議場面における児童の発話頻度数 
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 Aは，「ネット型大会の練習時間を作る」という解決策に反 

論する発話を行うが（A1），これを受け Bは Aの考えに対する 

反論を述べようとする発話を行った（B1）。すると，司会が「対

してじゃない（司１）」，C は「それはダメ（C1）」と B の発言

が A への批判的な発言になることを注意する運営・維持関連

発話を行う。しかし，筆者の判断からすると Bは，司会，Cの

発言が理解できず，B2，B3 のように応答する。それを踏まえ

て司会が「賛成心配意見で（司 2）」と指示を出すと，Bは「じ

ゃー，反対（B2）」と発話する。Bの発言に対して，「心配！（全

２）」と全員から言い方が間違っていることを注意される。続

けて,司会,D は司３，D1 のように意見を出す際の言い方につ

いて具体的に指示をする。従って,表６のように集団議題で

は，児童が仲間に対して批判的な言い方を述べた場合におい

て，批判的な反応が生起（司１，C1）し，注意・指示といった

話し合いの進め方を維持しようとする発話が多く見られた。 

 このように，集団議題では，クラス会議を成立させる指示・

注意などといった「話し合い」を運営・維持する発話が多いこ

とから，クラス会議とは関係のない非クラス会議関連発話が

少ないことが発話事例から考えられる。 

ｃ.個人議題における発話事例の解釈的分析 

表８は，個人議題における「解決策に対して賛成・ 

心配意見を出し合う」（表 1）場面の 1 場面である。ここで

は，「メディアを守るために，テレビの録画をすることについ

て」討議している様子である。 

 Aは，テレビを録画することに賛成意見を述べるが，理由を 

忘れてしまい，Bに助けを求める（A1）。それを受け，Bは「そ 

れさっきの話？（B1）」と尋ね，A は「うん（笑）」と応答する

（A2）。この A，B のやりとりに笑いが起きる（全１）。B は相

談タイムの時間に話し合ったことについて思い出そうとする

と（B2），Aが「あそっか（A3）」とテレビを録画するに賛成意

見である理由を思い出した独り言を発話する。この一連の様

子を見て，Cは「漫才しているみたいなんだけど（C1）」，Dは

「面白いんだけど（笑）（D1）」とクラス会議とは関係のない非

クラス会議関連発話を行う。続けて，Aが「えっと，そうそう，

僕は①番と④番と⑦番の意見に賛成です（A4）」と再度自分の

意見を述べようとするが，全体の笑いが止まらず（全 3），Eは

「また？（笑）」と Aが始めから言い直すことについて疑問を

投げる（E1）。それを見て，司会が司１「はいはい」と切り替

えるよう指示を出す。従って，表８のような個人議題からは，

クラス会議を成立させるために「問いかけ」のような運営維持

関連発話は見られるが（B1，B2,E１），クラス会議とは関係の

ない発話や笑い声が多く見られる。 

 このように，個人議題では，クラス会議を成立させる指示・

注意といった「話し合い」を運営・維持する発話が少ないこと

から，クラス会議とは関係のない発話が多く見られることが 

発話事例から考えられる。 

 
４．２ 【分析１】の考察 

「集団議題」では，クラス会議を成立させるための指示・確

認などの運営・維持関連発話が多く，「個人議題」では，クラ

ス会議とは関係のない雑談などの非クラス会議関連発話が多

話 
者  

発話内容 

発話分類 

説 

 
明 

質 

問 

提
案 

応 

 
答 

運 

 
営 

非

ク

ラ
ス 

Ａ1 

私は，⑥番が心配です。練習時 
間を作っても，短時間だったら，
やったことない人も慣れること 
ができないと思ったからです。 

◎     

全１ （拍手）      

Ｂ１ 私は Aさんの意見に対して、、、 〇     

司１ 対してじゃない    〇  

Ｃ１ それはダメ（言い方を注意）    〇  

B２ え？    〇  

 司２ ただの意見！    〇  

B３ ただの意見？    〇  

司３ 賛成心配の意見で    〇  

B４ じゃー，反対 〇     

全２ 
心配！（心配っていう言い方を
するように指摘） 

   〇  

司４ 
だれだれさんの意見じゃなくて，
わたしはこう思いますっていうよ
うな感じで① 

   ○  

D１ 
//練習時間のやつに賛成って言
えば！② 

   〇  

B５ 
あ，はい。私は練習を作るのに
賛成です。理由は（中略） 

◎   〇  

註）解決策に賛成・心配意見を出している場面 
（ ）内筆者注釈 
発話分類「説明・質問・応答」深い発話◎,浅い発話〇 

 
話 
者  

発話内容 

発話分類 

説 

 

明 

質 

問 

提
案 

応 

 

答 

運 

 

営 

非

ク

ラ
ス 

Ａ1 

①番と④番と⑦番のテレビを録
画するに賛成です。わけは，録
画をしていてもあの録画をして
いても，えっと，あの見たい番
組があったら，えっと何時間に
限り，何時間に，，なんだっ
け？Bさん！ 

〇   〇  

B１ それさっきの話？    〇  

A2 うん（笑）    〇  

全 1 はははははは（笑いが起きる）     〇 

B2 ちょっと待って。俺が、、、 〇   〇  

A3 あそっか！（独り言）     〇 

C１ 漫才しているみたいなんだけど     〇 

全２ ははははは（笑いが起きる）     〇 

D１ 面白いんだけど（笑）     〇 

A4 
えっと，そうそう，僕は①番と
④番と⑦番の意見に賛成です。 

〇     

全３ ははははは（笑いが止まらない）     〇 

E１ また？（笑）（最初から言うの）    ○  

司 1 はいはい（指示を出している）    〇  

註）解決策に賛成・心配意見を出している場面 
（  ）内筆者注釈 

発話分類「説明・質問・応答」深い発話◎,浅い発話〇 

表７ 集団議題における発話事例 

表８ 個人議題における発話事例 
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いことが明らかとなった。学級活動における子ども主導の話し合い活動を分析した亀石（2010）は，子どもにとって

必要性の高い課題に関する「話し合い」では，発話の統制が困難になるため，話し合いを滞らせるような行動を修正

し，「話し合い」を維持する行動が必要であることを指摘する。また，子供にとって必要性の高い課題に関する「話し

合い」は，そのような行動を身につける重要な場であることを示唆している(43）。集団議題は，学級の運営に関わる問

題解決を目的としている議題であり，各成員にとっては自分に関わる課題でもあることから必要性の高い議題である

と考えられる。集団議題は，表 7 のように，話し合いを滞らせる行動を注意・指示するといった運営・維持関連発話

を通して，「話し合い」を維持する発話が多い。これらのことから，亀石の見解と同様に，クラス会議における集団議

題は，話し合いを行う上で必要とされる，「話し合い」を運営・維持するような行動を身につける場であることが示唆

できる。一方，個人議題は，個人の悩みをクラス全員で援助することを目的としている議題であるが，各成員にとっ

て，自分ごとの課題ではないことからも，話し合う必要性が低いと感じる児童がいることも考えられる。また，個人

の悩みを援助する議題であり，対立的議題でないことから発話の統制が困難でなく，表８のように，「話し合い」を維

持するような指示・注意といった発話が少ないことからも，クラス会議とは関係のない非クラス会議関連発話が多く

なることが考えられる。 

しかし，クラス会議中の全体討議場面では，個々の児童がどのように解決策を考えたのか，その過程を考察するこ

とができない。そこで，分析 2，3 以降では，解決策を 2 人ペアで考えるペア対話場面での児童の発話を分析し，集団

議題と個人議題の比較を通して，児童の発話への影響を考察していく。 
 
４．３ 【分析２】の結果 

a.発話カテゴリーの集計結果 

  表８には，ペア対話場面における児童の発話数の差を示し

ている。χ２検定を行った結果，集団議題と個人議題において，

児童の発話数の差に有意な差は見られなかった。（χ２（3）

=4.111，ns)。しかし，話し合いの分析単位は，個々のセンテ

ンスなどを分析単位とする方法以外に比較的大きな会話単位

で分析する方法がある。分析３で会話に着目をして検討する。 

また，全体討議場面における児童の発話頻度数を表 10 に示した。 

 

４．４ 【分析３】の結果 

a.会話ケースの集計結果 

表９には，ペア対話場面における児童の会話ケースの

差を示している。χ２検定を行った結果，１％水準で有

意差が 

見られた（χ２（4）=14.613，ｐ＜．01)。実測値と残

差分析の結果，集団議題において，安易な合意ケースの

会話が有意に多く，経験交換ケースの会話が有意に少な

かった。一方，個人議題において，経験交換ケースの会

話が有意に多く，安易な合意ケースの会話が有意に少な

かった。 

以上のことから，集団議題では，強制ケースの会話が

多く，個人議題では，経験交換ケースの会話が有意に多

表９ ペア対話場面のカテゴリー別発話数 

中位カテゴリー 集団議題 個人議題 

クラス会議関連（深い）  194(20.6％）  203(19.0％） 

クラス会議関連（浅い）  395(41.5％） 430(40.2％） 

運営・維持関連  232(24.6％） 274(25.6％) 

非クラス会議関連 120(13.3％） 167(15.2％） 

計 941 1074 

発話数（％）  ｐ<.05 * ｐ<.01** 

      集団議題  計   個⼈議題   計   
上位カテゴリ 中位カテゴリ 下位カテゴリ 1 時 2 時 4 時 度数 （％） 3 時 5 時 6 時    度数 （％） 

クラス会議 
関連 

深い 
意⾒・説明 28 36 28 92 （9.8） 47 57 25 129 （12.0） 
質問・提案 12 25 18 55 （5.8） 6 14 14 34 （3.2） 

応答 16 20 11 47 （5.0） 6 20 14 40 （3.7） 

浅い 
意⾒・説明 37 73 59 169 （18.0） 69 56 61 186 （17.3） 
質問・提案 35 54 39 128 （13.6） 37 63 28 128 （11.9） 

応答 35 31 32 98 （10.4） 31 52 33 116 （10.8） 
クラス会議 

運営・維持関連 
指⽰・注意 61 54 60 175 （18.6） 79 53 69 201 （18.7） 

応答 19 17 21 57 （6.1） 20 16 37 73 （6.8） 

⾮クラス会議関関連 雑談 14 33 51 98 （10.4） 50 57 49 156 （14.5） 
独り事 9 8 5 22 （2.3） 5 5 1 11 （1.1） 

    計 266 351 324 941  （100.0） 350 393 331 1074 （100.0） 

表 11 ペア対話による会話ケース数 
 集団議題 個人議題 

無関心ケース 
19 

 0.422 
22 

-0.422 

強制ケース 
18 

 1.411 
15 

 -1.411 

安易な合意ケース 
20 

  1.989* 
14 

 -1.989* 

経験交換ケース 
    6 

  -2.675** 
23 

   2.675** 

    その他 
23 

-1.085 
38 

 1.085 

計 86 112 
上段が会話数,下段が調整済み残差,*ｐ<.05，**ｐ<.01 

表 10 ペア対話場面における児童の発話頻度数 
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いことが明らかとなった。 

b.集団議題における発話事例の解釈的分析 
 表 12 は，集団議題における「６．解決策を出し合う（２人

ペアで考える）」（表１）場面の安易な合意ケースのカテゴリー

に分類された A 児と B 児の会話を示している。ここでは，「6

年生がたくさん本を読むための」解決策を考えている１場面

である。Aは「えっとね，私ね，各学年に，その学年向け本を

借りてもらうのがいいと思う（A1）」と自らの考えを理由づけ

て主張する。その Aの発言を受け，Bは「それは一番いいと思

う（B1）」と応答する。その Bの発言に対して，Aは「そう？」

と Bの考えを聞こうと問い返す（A2）が，Bは「借りればいい

んでしょ？（B2）」と Aの発言に対する確認レベルの質問を行

う。それを受け Aは「時間短縮になるし，（中略）借りる気に 

なると思う。（中略）本が目に入って読む気になると思ったか

ら（A3）」と学年向けの本を借りてもらう理由について，具体

的に考えを述べ，B の質問に応答する。また「いい？（A3）」

と Aが考えた意見を解決策として全体に発表していいか，Bに

合意を求めている。その Aの発言に対して，Bは「いいんじゃ 

ね。だって借りればいいんだもんね。（B3）」と自分の考えを詳

しく述べることなく，Aの考えに安易に合意している。ここか

ら，Bは Aの発言に同調し，自分の考えを詳しく述べていない 

ことがわかる。 

このように，集団議題では，どちらかが意見の対立を避ける

ため，詳しく自らの考えを述べようとしない。よって，交流が

浅く，どちらかが同調し，安易に合意している話し合いケース

が見られた。 

ｃ.個人議題における発話事例の解釈的分析 

 表 13 は，個人議題における「7．解決策に対して賛成・心 
配意見を出し合う（２人ペアで考える）」（表１）場面の経験交 
換ケースのカテゴリーに分類された C 児と D 児の会話を示し

ている。ここでは，「メディアを守るため，時間に気を付ける

ことに対して」賛成・心配意見をを考えている１場面である。 
 Dは，D１「⑥番じゃね？」と⑥番の「時間に気をつける」 

解決策に心配意見であると発話する。続けて Cは「ゲームやっ

てて夢中になっていたら，そんなことは忘れてしまいます

（C2）」と Cの考えに同調する。この C発言は，筆者の判断か

らすると「時間を守る」という解決策に対して，ゲームに夢中

になっていたら，時間を守ることができないと心配意見を詳

細に述べている。一方，Dは Cの考えに対して，D2「けどさ，

頭の片隅に残っていれば大丈夫かもよ」と発話する。この Dの

発言は，筆者の判断からすると頭の片隅に覚えていたら，時間

を守ることができる可能性を述べている。ここまでの C，Dの

一連のやりとりは，ともに自らの考えを述べ，納得するまで対

話しようとしている姿である。しかし，Dは，クラス会議とは

関係のないふざけた発話を生起する（D3）。続けて，C，Dとも

に，「ははははは（笑）」とクラス会議とは関係のない発話を生

起する（C4,D4）。しかし，Cは「いや他には？」と解決策を考

えようと話題を戻す（C5）。それに対して Dは「そういうのな

し？（笑）」と D3 の考えについて，再度 Cに問い返すが（D5），

C は切り替えようと「うん」と応答し（C6）「勉強した分だけ

メディアをするのはまぁまぁいいよね?その分だけ，たくさん

頑張れるから」と，「勉強した分だけメディアをする（C6）」と

話 

者  
発話内容 

発話分類 

説 

 

明 

質 

問 

提

案 

応 

 

答 

運 

 

営 

非

ク

ラ

ス 

A１ 

えっとね，私ね，各学年に，その

学年向け本を借りてもらうのが

いいと思う。 

◎     

B１ それが一番いいと思う。 〇     

A２ そう？  〇    

B2 借りればいいんでしょ？  〇    

A３ 

そう。だって，時間が短縮にな

るし，すぐに，そこに本がある

から，なんか，うん，たぶん本

がすぐ目に入るから，借りる気

になると思う。教室の近くに，

本があるから，その本が目に入

る，本が目に入って読む気にな

ると思ったから。いい？ 

◎ ◎ 〇 〇  

B３ 
いいんじゃね。だって借りれば

いいんだもんね。 
〇   〇  

 註）解決策をペアで考えている場面 （ ）内は筆者注釈   
発話分類「説明・質問・応答」 深い発話◎ 浅い発話〇 

話 
者   

発話内容 

発話分類 

説 

 
明 

質 

問

提
案 

応 

 
答 

運 

 
営 

非

ク

ラ
ス 

Ｃ１ 心配なのは、、 〇     

Ｄ１ //⑥番じゃね？  〇    

Ｃ２ 

時間に気を付ける。ゲームで夢

中になっててゲームやってて，

夢中になっていたら，そんなこ

とは忘れてしまいます。 

◎     

Ｄ２ 
けどさ，頭の片隅に残っていれ
ば大丈夫かもよ。ここら辺の片
隅に（笑）（頭を指さす） 

 ◎    

Ｃ３ う～ん（笑）   〇   

Ｄ３ 

ここら辺にさ，ここ（頭）に最初

に書いておいて，部屋ガンガン

に暑くして，ボーって（笑） 

    ○ 

Ｃ４ ははははは（笑）     〇 

Ｄ４ ははははは（笑）     〇 

Ｃ５ 
だから，リモコンの上に紙を貼

っておく（笑）いや，他には？ 
   〇 〇 

Ｄ５ そういうのなし？（笑）    〇  

Ｃ６ 

うん。勉強した分だけ，メディ
アをするのはまぁまぁいいよ
ね？その分だけ，たくさん頑張
れるから 

 ◎  〇  

Ｄ６ 一石二鳥だよ！   ◎   

Ｃ７ たくさんやりたいからさ  〇    

Ｄ７ これいいね！   〇   

Ｃ８ よし！それを発表しよう！   〇 ○  

註）解決策に賛成・心配意見を考えている場面 
（ ）内は筆者注釈   
発話分類「説明・質問・応答」 深い発話◎ 浅い発話〇 

表12 集団議題における安易な合意ケースの発話事例

の 

表 13 個人議題における経験交換ケースの発話事例

の 
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いう解決策に対して賛同的な意見を述べ,Dに提案をする。それに対して，Dは D6「一石二鳥だよ！」と応答する。こ

の Dの応答は，筆者の判断からすると，C6の発言対して賛同した上で，自分の考えを主張している。続けて，Dが「こ

れいいね！（D7）」と Cの提案（C6）に納得しており，Cが「よし！発表しよう！（C8）」と発話する。 

このように，個人議題では，クラス会議とは関係のない発話が見られるが，自然と議題に関する話題に戻り，お互

いの考えを納得するまで述べようとする話し合いケースが見られた。  

 

４．５ 【分析２．３】の考察 

 クラス会議中におけるペア対話場面において，分析２による個々のセンテンスを分析単位とした結果，集団議題と

個人議題における発話カテゴリー数に有意な差は見られなかった。しかし，分析３による，比較的大きな会話単位で

分析した結果，ペア対話場面の会話ケースにおいて，集団議題では安易な合意ケースが多く，個人議題では経験交換

ケースが多いことが示された。小学生の話し合い能力を考察した間瀬ら（2007）の研究では，高学年段階では，意見

の対立や理由を追求する発話がほとんど確認されず，意見を述べあったり，同意し合ったりする発話が最も多く見ら

れた(29）。クラス会議における集団議題でも，表 10 のように，自分の考えは述べるが，理由を述べずに意見を述べて

いる児童が見られることからも，互いに意見は述べるが，意見の対立を避け，どちらかに同調し，安易に合意する話

し合いケースが多いことがわかる。これを，「他の児童から理由を追求されないから」と推測すると，集団議題では，

理由の追求がないという間瀬ら（2007）(29）の研究と同様の姿が見られた。一方，個人議題では，表 11 のように，ク

ラス会議とは関係のない非クラス会議関連発話が見られるが，自然と議題に関する話題に戻り，互いに考えを納得す

るまで対話しようとする話し合いケースが多く見られた。桐生・西川（2002）は，中学校 1,2 年生の異学年学習形態

で総合的な学習の時間を仕組み，授業中の子どもたちの様子を分析した。結果，子どもたちは，授業中に私語やふざ

けた姿を表出したが，これを『じゃれあい』として分析したところ，『じゃれあい』によって班の活動が中断すること

なく，むしろ人間関係を高めながら課題をも成立していることを明らかとした(41）。個人議題における，ペア対話場面

では，桐生・西川の見解と同様の姿が見られた。また，木下・赤坂（2020ｂ）は，児童の自己評価が高いクラス会議

のペア対話場面の特徴として，雑談を交えながらもお互いの考えを納得するまで対話しようとする会話ケースが多い

ことを示している(26）。木下・赤坂の研究において，児童の自己評価が高いクラス会議は，「個人議題」であり，本研究

のペア対話場面における個人議題の会話ケースの特徴と合致していた。 

 

 

５ 総合考察 
  

本研究の目的は，クラス会議が併せ持つ２つの機能に基づく話し合いの比較を通して，クラス会議における議題内

容が児童の発話に及ぼす影響を明らかにすることである。結果，全体討議場面においては，集団議題は「話し合い」

を運営・維持する発話を多くすることに影響を及ぼし，個人議題は雑談・独り事などクラス会議とは関係のない発話

を多くすることに影響を及ぼすことが明らかとなった。また，ペア対話場面においては，集団議題は，意見の対立を

避け，どちらかが同調する会話ケースを多くすることに影響を及ぼし，個人議題はお互いに納得するまで対話しよう

とする会話ケースを多くすることに影響を及ぼすことが明らかとなった。このように，集団議題と個人議題では，児

童の発話に異なる影響を及ぼしている可能性が示された。 

従来のクラス会議研究の成果と課題として，量的な調査方法による分析から学級満足度の上昇や共同体感覚の育成

といった「学級集団」に対する効果は実証的研究の積み重ねがある一方で，クラス会議が人間関係の向上に寄与し，

学級経営の充実を図る一助であることの効果に関する因果関係については言及されていない（木下・赤坂 2020a(25））。

本研究の結果から，「集団議題」では，従来の話し合い活動における児童の発話研究から得られた知見（亀石 2010(43），

間瀬ら 2017(29））と同様な結果が見られることが明らかとなった。しかしながら，木下・赤坂（2020b）(26）の研究で

は，振り返り用紙の自己評価が低かったクラス会議は，「集団議題」であり，また，本研究におけるペア対話場面にお

いても，意見の対立を避け，安易に合意する話し合いケースが見られた。このことからも住田ら（2007）(44）が指摘す

る，話し合いのテーマや内容に関する知識を多く持っている児童が話し合いを支配してしまう可能性があり，話し合

いに対して，否定的な認識を与える可能性が考えられる。一方，クラス会議特有の話し合い活動である「個人議題」

では，木下・赤坂（2020ｂ）の研究では，振り返り用紙の自己評価が高かったクラス会議は，「個人議題」であり，本

研究におけるペア対話場面においても，クラス会議とは関係のない雑談などといった発話も見られるが，ペア対話場

面においてお互いの意見を納得するまで対話しようとする話し合いケースが見られた(26）。鈴木・邑本（2009）は，会

話の中で，受信者としてメッセージを受ける機会の多さが，そのディスカッションにおける満足感に大きな影響を与

える可能性を示唆している(45）。このことからも，「個人議題」では，メッセージを受けとる機会が多いことが，話し合

いに対して，児童に肯定的な認識を与えた可能性が考えられ，また人間関係の向上にもつながったのではないかと考

える。以上のことから，特にクラス会議特有の話し合い活動である「個人議題」が，クラス会議で見出されている効

果に寄与している可能性を示唆することができ，このような知見を得られたことも本研究の成果である。 
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６ 今後の課題 
  

最後に，本研究に残された課題について述べる。第一に，児童の心理的特性による個人差の影響を考慮して研究を

進めていく必要がある。様々な心理的特性をもった児童が存在する教室においてクラス会議が実施されていることを

考えると，それを考慮して効果を検証していく必要がある。第二に，クラス会議における教師の働きかけについて検

討する必要がある。本研究は，子ども主導のクラス会議を対象事例としているが，教師の働きかけが児童の発話に影

響した可能性は無視できない。話し合いを中心とした授業を支える教師の認識を検討した松尾・丸野（2007）は，小

学校の熟練教師が話し合いを組み込んだ授業をいかに展開しているのかを検討し，熟練教師による話し合いの指導法

を支える基本姿勢（グラウンド・ルール）に焦点を当て，その基本姿勢を子どもと共有する日常的な教師の働きかけ

が話し合いを効果的なものにすることを見出している(46）。また，一ノ瀬（2019）は，学級全体で目的に応じた話し合

いの進め方を身につけるための年間指導の在り方について，司会，参加者，書記の役割を踏まえて考察している(47）。

今後は，クラス会議における教師の指導法や年間指導の在り方を，本研究の知見を加味して検討していく必要がある。

第三に，本研究は一事例研究であるということである。対象学級における学級規模や男女比が児童の発話に影響を与

えた可能性も考えられる。そのため，今後は本研究で明らかとなったことが他の学級や他の学年でも起こり得ること

なのか，調査していくことが必要である。 
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中学校教職員間のインフォーマル・コミュニケーションに 
関する事例研究 

―教職員の職場風土認知と被援助志向性に着目して― 
 

永田 佳奈子（飯田市立旭ケ丘中学校）・赤坂 真二（上越教育大学） 

 
要   旨 

 
本研究では，教職員間で交わすインフォーマル・コミュニケーション(以下，IFC)の実態と職場の職場風土及び被援助

志向性に対する認知との関連を調べることを目的とする。調査校の職場に対する認知を調べた結果，職場の雰囲気を協

働的に捉え，周囲に援助を求めようとする教職員が多かった。次に，教職員が交わす IFCの実態を調べるため，授業時

間中の職員室での発話を分析した結果，職務に関わる話題とともに，生徒や私的な話題も頻繁に交わされていた。この

結果から，協働的で，相談をしやすいと感じている職員が半数以上を占める職場では，教職員同士のやりとりの中で，

普段から気軽な声がけや相談，生徒のことや私的な会話などの IFCも割合的に多く行われていると考えられる。そし
て，これらのような IFCの中の言語的コミュニケーションが，職員が安心して働ける職場となる一助になっている可能

性が示唆された。 

 
キーワード 

被援助志向性  職場風土認知  インフォーマル・コミュニケーション  教職員  雑談 
      

      
１ 問題の所在と目的 

 
近年，教職員のメンタルヘルスに対する課題が指摘されている。文部科学省(2013)は，教職員のメンタルヘルスに

関する現状と課題として，病気休職者数が，「平成４年度から平成 21 年度にかけて 17 年連続して増加し続け(平成４

年度 1,111 人→平成 21 年度 5,458 人)，平成 22 年度において 5,407 人となり若干減少したものの，依然として高水準

にある」現状と「学校教育は，教職員と児童生徒との人格的な触れ合いを通じて行われるものであり，教職員が心身

ともに健康を維持して教育に携わることができるよう，メンタルヘルス対策の充実・推進を図ることが必要」という

課題をあげている(１)。また，文部科学省(2019)は，平成 30 年度の「教育職員の精神疾患による病気休職者数は，5,212
人(全教職員数の 0.57％)であり，平成 19 年度以降 5,000 人前後で推移しており，平成 29 年度 (5,077 人)から増加し

ていること」，さらに，「どの年代においても，休職者数が一定の割合存在する」(２)ことを示している。このことから，

教職員全体においてのメンタルヘルスについて深刻な状況が続いていることが窺える。では，この影響はどのような

面に表れてくるのであろうか。 

文部科学省(前掲)は，「学校教育は，教職員と児童生徒との人格的な触れ合いを通じて行われるものであることから，

教職員が心身ともに健康を維持して教育に携わることができるようにすることがきわめて重要である」(３)と述べてい

る。また，越・西條(2004)は，教師集団構造が生徒の学校適応を規定する(４)とし，秦(1991)は，職員室における教師

の日常的な人間関係の在り方が学級における児童・生徒に一定の影響をもたらすこと(５)を示唆している。このことか

ら，教職員の心身の健康状態や職員室における日常的な人間関係が，学校で生活を送る子供たちにも影響を与える可

能性があり，教職員が安心して働くことができる職場づくりを行うことが必要であると考えられる。では，安心でき

る職場とはどのような職場であろうか。 
文部科学省(前掲)は，教職員のメンタルヘルス不調の背景の理由の一つとして，職場等での人間関係をあげており，

その予防として，良好な職場環境・雰囲気の醸成のために，職場内の教職員同士の普段からの相談のしやすさ，日ご

ろのコミュニケーション，教職員同士で協力し合って仕事をする雰囲気の醸成が重要である(６)としており，このこと

が職場の安心感を高める一つの要因であると考えられる。では，相談のしやすさ，日ごろのコミュニケーション，教

職員同士で協力し合って仕事をする雰囲気とは，それぞれどのようなものなのであろうか。 
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まず，教職員同士で協力し合って仕事をする雰囲気について，淵上(2003)は，教師同士の関係を含めた教師集団の

在り方について，教師集団の効力感，コミュニケーション・スキル，葛藤解決スキルに着目しまとめている(７)。また，

淵上・小早川ら(2004)は，教師集団のまとまりとして，「協働的職場風土」と「同調的職場風土」があることを示して

いる。ここで，協働的職場風土とは，「教師が相互に情報共有をしながら，共通理解を深め，忌憚のない意見を交わし

合いながら協力し合える」職場のまとまりであり，同調的職場風土とは，「教師が自職場で自由に意見を交流できない

ような雰囲気」である職場のまとまりとしている(８)。これらのことから，本研究では，教職員同士で協力し合って仕

事をする雰囲気を協働的職場風土とする。 
さらに，淵上・西村(2004)は，教師の協働を構成する因子の一つに「普段のコミュニケーション」があることを明

らかにしている(９)。また，久保木・阿内(2016)は，同じ学校組織であっても時期や取り組んでいる課題などをめぐる

コミュニケーションの在り方によって，閉塞状態に陥ることも，組織的対応が引き出されることもあることを示唆(10)

している。このことから，協働的職場風土とコミュニケーションに関連性があると考えられる。では，学校組織での

コミュニケーションとは，どのようなものだろうか。 
淵上(2005)は，学校組織には，フォーマル・コミュニケーションとインフォーマル・コミュニケーションの二つが

存在(11)するとし，江頭(2013)は，フォーマルなコミュニケーションを会議のように計画的に実行されるものとし，こ

れとは異なる教職員同士による横方向の自由なコミュニケーションの存在について述べている(12)。よって，学校組織

のコミュニケーションは，会議のように計画的に行われるフォーマル・コミュニケーションと会議以外などで話題や

時間が決まっていない場で行われるインフォーマル・コミュニケーション(以下，IFC)に分類できる。そして，本研究

では，文部科学省(前掲)が示す，日ごろのコミュニケーション(13)を IFC とする。 
淵上・小早川ら(前掲)は，「教師集団の在り方は，日常的な管理職と同僚教師とのコミュニケーションから形成され

る職場風土によって強く規定されている」(14)と述べ，また，原岡(1990)は，IFC が，人間関係の構築や情報収集，何

気ない会話からのアイデアの生成を促す役割を果たす(15)としている。さらに，江頭(前掲)は，IFC の活発さが組織風

土の一部を構成すると捉えることができ，また，助け合いがあり安心して働ける組織の雰囲気を醸成し，仕事の円滑

な遂行を促進する可能性がある(16)としていることから，IFC を交わすことが協働的職場風土に肯定的な影響を与え，

さらに，相談のしやすさに関係があると考えられる。ここで，相談のしやすさについて考える。 
水野(2017)は，困りごとについて，周囲の人や援助に関わる専門家に助けを求める行動を「援助要請」とし，個人

が情緒的，行動的問題および現実生活における中心的な問題で，カウンセリングなどの専門家，教師などの職業的援

助者およびインフォーマルな援助者に援助を求めるかどうかについての認知的枠組みを「被援助志向性」としている。

さらに，被援助志向性は援助要請の前の意識を測定している(17)ことから，相談をしようと思う意識へつながると考え

られ，本研究では，相談のしやすさを被援助志向性からみとることとする。 
さらに，田村・石隈(2006)は，被援助志向性尺度を作成し，状態被援助志向性と特性被援助志向性があることを述

べている。状態被援助志向性とは，日々の職務の中で，他者に援助を求めようと思うかという意識であり，特性被援

助志向性とは，解決困難な問題に直面した時，他者に援助を求めようと思うかという意識としており(18)，状況による

被援助志向性の違いについても示している。 

学校現場での被援助志向性についての研究を概観している田村(2017)は，教師がもし「授業」「学級経営」「生徒指

導」において，自分一人だけでは解決が難しい問題に直面した時には，管理職・同僚教師・養護教諭・スクールカウ

ンセラーなどに「自ら積極的に助言や援助を求め，それらを活用しながら課題解決を図る態度」が重要(19)であること

を述べていることから，学校現場において，教職員の被援助志向性が必要であると考えられる。そこで，学校現場で

の被援助志向性についての研究について概観する。 
三好・藤原(2012)は，小学校における協働的職場風土が特性被援助志向性(被援助性に対する懸念や抵抗感の低さ)に

正の影響を及ぼす一方で「学校の職場風土」において，同調的風土が，特性被援助志向性に負の影響を及ぼす可能性

が示唆された(20)とし，田村・石隈(2008)は，女性の場合に限られるが，職場環境の調整を図ることに加えて，教師が

自ら「自己表現スキル」(会話スキル)を高めることにより，「特性被援助志向性」が高まり，結果的にバーンアウトの

予防低減効果を促進する可能性を示唆(21)している。これらのことから，相談のしやすさである被援助志向性と協働的

職場風土や IFC とは関連があると推測でき，日ごろからコミュニケーションを交わすことが，同僚と共に仕事ができ

るという協働的風土や仲間と援助し合えるという認識と関係しており，教職員の職場環境が整い，メンタルヘルス向

上の一助になると考えられる。 
しかし，田村・石隈(前掲)は，尺度に対する回答は，いずれも教師の主観的な認知に基づいたものであり，実態と認

知の間にズレがある可能性もあり，結果については慎重に解釈する必要がある(22)ことを課題としており，前述してき

た三好・藤原(前掲)，淵上・小早川ら(前掲)，江頭(前掲)も，尺度による調査であり(23)(24)(25)，久保木・阿内(前掲)は，
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インタビュー調査であり特定の状況での想起による回答であることから(26)，教職員間の日常的な実態を踏まえた上で

の検討がされていない。また，山田・藤田(2004)は，フィールド調査から，人物中心分析とケース中心分析を行い教

師の情報ネットワークの構造・意味・機能を明らかにしているが，特定の人物を中心とした IFC を扱っており，職場

全体での雰囲気については明らかにしていない(27)。つまり，職場の雰囲気を捉えるためには教職員全体においてどの

ような IFC が交わされているのかを明らかにすることで，教職員の職場環境を整えるための協働的な関わり方の検討

に有効であると考えられる。しかしながら，職場の雰囲気と援助の出しやすさを職員同士の IFC に着目し，実態から

客観的に分析・検討した研究は管見の限り見当たらない。 
そこで，本研究では教職員の職場の雰囲気の捉えや相談のしやすさと教職員間で交わされる IFC の具体を調査し，

関連を調べることを目的とする。そのために，第１に対象職員の職場風土認知と被援助志向性の意識調査を行い，職

場の雰囲気の捉えや相談のしやすさを調べる。第２に，その職場の職員室において教職員間で交わされる IFC を調査

し，職場の雰囲気との関連を検討する。 
 

 

２ 研究方法 

 

2.1 調査対象 

A 県 B 市立 C 中学校 職員 52 名 

調査校の学校規模は，生徒数約 600 名，教職員数 52 名と地域の中でも大規模校であ

る。教職員の年代別人数は，表１に示した通りである。表１より，男性が多い職場である。 

 

2.2 調査期間 

2019 年４月９日(火)～７月 19 日(金) 全 47 日間 

 

2.3 調査方法 

2.3.1 職場の雰囲気と相談のしやすさについての質問紙調査 

調査期間中，全職員の職場に対する意識の質問紙調査を５，６，７月の３回実施した。この質問紙は，職場の雰囲気と相談

のしやすさについて調べるために，次に示す３つの尺度で構成されている。 

2.3.1.1 「職場風土認知」尺度 

「職場風土に対する認知」を測定するために，淵上・小早川ら(前掲)が作成した「職場風土認知尺度」(８項目)を使用した(28)。

この尺度は，「同調」(４項目)と「協働」(４項目)の全２因子，各４項目の質問項目で構成されている。これらの項目にて，「今の職

場にどれくらい当てはまるか」を問い，５件法で回答を求めた。 

2.3.1.2 「状態被援助志向性」尺度 

「他者に援助を求める現在の態度」を測定するために，田村・石隈(前掲)が作成した「状態被援助志向性尺度」(18 項目)を使

用した(29)。この尺度は，「他者に援助を求める現在の態度」の１因子について 18 項目の質問で構成されている。これらの項目

にて，「どれくらい当てはまるか」を問い，５件法で回答を求めた。 

2.3.1.3 「特性被援助志向性」尺度 

「自分で解決するには困難な状況に直面した時の他者に援助を求める態度」を測定するために，田村・石隈(前掲)が作成し

た「特性被援助志向性尺度」(13 項目)を使用した(30)。この尺度は，「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」(７項目)と「被援助

に対する肯定的態度」(６項目)の２因子について 13 項目の質問で構成されている。これらの項目にて，「どれくらい当てはまる

か」を問い，５件法で回答を求めた。 

 

2.4 職員の IFC の実態調査 

2.4.1 IFC の操作的定義 

先にも述べたが，本研究では，日ごろのコミュニケーションとして IFC に着目しているが，改めて，ここでコミュニケーションに

ついて定義する。コミュニケーションについて，淵上(前掲)は，「言語的コミュニケーション」と「非言語的コミュニケーシ

ョン」(31)の２種類があることを示している。また，小川(2011)も，コミュニケーションを対人コミュニケーションと

し，対人コミュニケーションのメッセージに着目し，言語に焦点を当てた言語的コミュニケーションと視線の機能や

表情表出などの非言語的コミュニケーション(32)があるとしており，コミュニケーションには，言語的と非言語的があ

ることが分かる。山田・藤田(前掲)は，教師が１日に同僚とどのようなコミュニケーションを交わしながら仕事を遂行しているか

表１ 男女別職員年齢構成  
男性 女性 総数 

20 代 5 5 10 

30 代 8 1 9 

40 代 7 7 14 

50 代 7 5 12 

60 代 6 1 7 

総数 33 19 52 
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を特定するために，教師のコミュニケーションの内容分析を行う際に，

観察可能な言語的コミュニケーションに注目し，非言語的なものは原

則的に含めないこととしている。しかし，言語的コミュニケーションや，

言語的コミュニケーションを伴わないが，物を手渡すなどの行為のう

ち，観察可能で文脈上重要だと思われるものは分析に含めている(33)

ことを参考に，本研究でも，IFC として主に言語的コミュニケ

ーションに着目することとする。 
2.4.2 IFC の調査方法 

はじめに，IFC の調査場所について，中田(2013)は，「「廊下

での対話」とは，休憩時間の教室，職員室，グラウンド，体育

館等でのインフォーマルに展開される即興的な対話」(34)として

おり，対話が交わされる場所を示している。また，山田・藤田(前掲)は，「会話を交わす場所に注目すると，教師同士

が職員室以外で会話を交わすことは少ない」(35)とし，佐藤(2012)は，「教員は授業時間外の多くの時間を職員室で過

ごし，日々の校務分掌などの事務的な作業や自分が担当する授業の準備を行う一方，他の教員と生徒に関する情報交

換や，教育実践についての意見交換，時にはそれぞれを指導し合うようなコミュニケーションをも行っている」(36)と

述べている。さらに，調査対象校において，教職員の多くが授業の空き時間中に職員室で過ごすことが多い。このこ

とから，本研究での調査場所を職員室にする。また，職員同士が IFC を交わす時間帯として，授業時間中の空き時間

が考えられるため，この時間を調査時間として設定した。また，調査期間は，5 月～7 月の火曜日，水曜日，木曜日の

授業時間とし，総記録時間は 122時間であった。 

IFC の記録方法として職員室後方に，職員室全体を映せるようにビデオカメラ１台を設置した。また，音声記録を

取るために，職員室前方と後方に一台ずつボイスレコーダーを設置した。(図１)  

 

 

３ 分析方法 

 

3.1 質問紙調査の分析方法 

各尺度で，欠損のないもの 41 名分を集計し，中野・田中(2012)が開発した「js－STAR」を用いて直接確率計算，分散分析

を行った(37)。欠損のある 11 名は養護教諭や支援員，用務員であり，授業時間中に職員室にいることが少ないので研究結果へ

の影響が少ないと考えられる。 

 

3.2 職員間の IFC の発話分析方法 

3.2.1 分析対象時間 

分析対象期間としては，多くの職員同士の IFC を調査するため，５，６，７月において校外行事等が行われない週を１週選定

した。また，本研究では IFC の調査を行うため，調査記録時に職員室等で計画された会議等が行

われるような，フォーマルな場面が見られる授業時間や職員数が 10 人未満の時間は除外した。こ

の条件を基に，各月３～５時間を，無作為に選び全 11 時間分の発話を起こした。 

3.2.2 会話分析の手続き 

山田・藤田(前掲)を参考に，起こした会話の内容を，ひとつの話題が完結するユニットに分割し

分析を行った(38)。分割の基準は，同一教師間の会話でも，話題が変われば分割した。また，同一

教師間で交わされる話題でも，時間的・作業的に中断して再開される場合は分割とした。 

表３ 会話内容カテゴリー 表４ 協働や援助に関わるカテゴリー 表５ その他 下位カテゴリー 

生徒

指導
SSW

1年担

男副

1年担

男

1年担

女

1年副

女

1年副

女

教育支

援主事

２年副

男

２年担

女

２年担

男副

２年担

男

２年副

女

教務

主任

教育支

援主事

1年担

女

1学年

男

1年担

男主

1年副

女

1年担

男

教育支

援主事
支援員

２年副

女

２年担

男主

２年担

男

２年副

女

教頭

校長
図書館

司書

特支担

男

特支担

女

特支担

男

初任研

指導

３年副

男

３年担

女

３年担

女

３年担

男

３年担

男

副教務
養護教

諭

特支担

女

特支担

男

特支担

男
A LT

３年担

男

３年担

男

1年担

男主

1年副

女

３年副

女

出入口 出入口

共有

テーブル

１学年
会 

特支 ３学年

 

ボイスレコーダー 

２学年 

ビデオカメラ 
図 1 職員室配置図 

表２ 会話相手カテゴリー 
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3.2.3 職員間の IFC の発話分析カテゴリー 

本研究では，発話を４つのカテゴリーで分類した。分類１は，会話相手の分類，分類２－分類４は，発話内容の分類である。

分類１は，会話に参加者同士の関係性である(表２)。山田・藤田(前掲)は，「教師の行動が校務分掌・教科・学年といった制度

的役割に規定されている」，「日常的に雑談を交わすメンバーはほぼ固定化されている」(39)としていることから，どのような相手と

会話しているかを調べた。分類２は，具体的な発話内容の分類を行った(表３)。山田・藤田(前掲)と山本ら(2005)を参考に

(40)(41)，職務内容を中心とする発話分類を作成した。分類３は協働や援助に関わるカテゴリーであり，江頭(前掲)の IFC 尺度の

質問項目をもとに作成した(表４)(42)。この分類は，１会話の中に複数の項目が含まれる。分類４は，分類２のその他をさらに分類

するために，山田・藤田(前掲)を参考に下位カテゴリーを作成した(表５)(43)。分類３と分類４は，筆者がその他３名（現職院生１

名，学卒院生２名）にカテゴリー説明を行ったうえで分析を行った。 

 

 

４ 結果と考察 

 

4.1 質問紙調査の結果と考察 

4.1.1 「職場風土認知」尺度 

各月の個人の平均点を基に，「平均点≦３：協働的ではない」，「平均点＞３：協

働的である」とし２つの群に分け，「職員が職場を協働的であると捉えている人数が

多い」という仮説を基に，直接確率計算を行ったところ有意差が見られた(表６)。また，１要因参加者内で月別に分散分析を行

ったところ，下位項目である協働的風土では有意差が見られなかったが(Ｆ(２，80)=1.05，n.s.)，同調的風土において有意

差が見られ(Ｆ(２，80)=3.52，p<.05)，同調的な雰囲気が弱まったと考えられる。よって，調査校は，調査期間中，職場の

雰囲気を協働的だと感じている職員が多い職場だと考えられる。 

4.1.2 「状態被援助志向性」尺度 

各月の個人の平均点を基に，「平均点≦３：普段から援助を求めようとは

思わない」，「平均点＞３：普段から援助を求めようと思う」として２つの群に

分け，「普段から仲間に援助を求めようと思う職場と捉えている人数が多い」

という仮説を基に，直接確率計算を行った結果，有意差が見られた(表７)。

また，１要因参加者内で月別に分散分析を行ったところ，有意差が見られな

かった(Ｆ(２，80)=0.15，n.s.)。よって，調査校は，調査期間中，普段か

ら周囲に相談しようと感じている職員が多い職場だと考えられる。 
4.1.3 「特性被援助志向性」尺度 

各月個人の平均点を基に，「平均値≦３：援助を求めることに懸念がある」，

「平均値＞３：被援助を求めることに肯定的」として２つの群に分け，「問題直

面時に，仲間に援助を求めようと思う職場と捉えている人数が多い」という仮説

を基に，直接確率計算を行った結果，有意差が見られた(表８)。また，１要因

参加者内で月別に分散分析を行ったところ，有意差が見られなかった(Ｆ
(２，80)=2.20，n.s.)。よって，調査校は，調査期間中，解決が困難な問題

に直面した際に，周囲へ相談しようと捉えている人数が多い職場だと考えられ

る。 

質問紙の結果から調査校の職員の多くは，職場を協働的であるとともに相談しやすいと感じている。これは，酒井・窪田

（2019）は，協働的風土が被援助志向性の「肯定的態度」を媒介し，援助要請意図を間接的に促進する(44)と示唆した点と合致

していると考えられる。 

表６ 職場風土認知尺度 直接確率計算結果 

N=41 協働的 同調的 
偶然確率 

(片側検定) 
検定 

５月 32▲ 9▽ 0.0002 
** 

(p<.01) 

６月 30▲ 11▽ 0.0022 
** 

(p<.01) 

７月 32▲ 9▽ 0.0002 
** 

(p<.01) 

⁺p＜.10 *p＜.05 **p＜.01 

表７ 状態被援助志向性尺度 直接確率計算結果 

N=41 
援助を求め 
ようと思う 

援助を求め 
ようと思わない 

偶然確率 
(片側検定) 

検定 

５月 31▲ 10▽ 0.0007 
** 

(p<.01) 

６月 33▲ ８▽ 0.0001 
** 

(p<.01) 

７月 30▲ 11▽ 0.0022 
** 

(p<.01) 

⁺p＜.10 *p＜.05 **p＜.01 

表８ 特性被援助志向性尺度 直接確率計算結果 

Ｎ=41 
被援助に 
肯定的 

被援助に 
懸念がある 

偶然確率 
(片側検定) 

検定 

５月 41▲ ０▽ 0.0000 
** 

(p<.01) 

６月 38▲ ３▽ 0.0000 
** 

(p<.01) 

７月 40▲ １▽ 0.0000 
** 

(p<.01) 

⁺p＜.10 *p＜.05 **p＜.01 
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4.2 IFC 会話分析の結果と考察  

4.2.1 会話相手の分類(分類１)の結果と考察 

全体会話のうちの 51％が同学年職員同士の会話であることが明らかになった(図

２)。また，教員同士(同学年・同教科・異学年)でやりとりされる会話は，全会話の

76％を占めており，職員室が教員同士のやりとりの場となっていることが分かる。山

田・藤田(前掲)は，「教師は学校において複数の役割を担っており，多様な他者・

集団と横断的に接している」としており(45)，本研究でも，同学年だけではなく，様々

な役割の職員と会話を交わしていることが明らかになった。 

4.2.2 IFC の具体的な発話内容の分類(分類２)の結果と考察 

会話内容の分類を行ったところ，職務に関わる会話が 52％，その他の会話が

43％であった。さらに職務に関わる内容を細かく分類したところ，校務分掌に関わ

る会話が 17％，学年関連に関わる会話が 15％であった。一方で，教科や授業に

関わる会話は合わせて８％であった(図３)。山田・藤田(前掲)は，「意外なことに教

科ネットワークはあまり利用されていない。教材や教育方法に関する話題はほとん

ど聞くことはなかった」としており(46)，本研究でも教材や教育法の教科関連の会話

は，４％となっており割合的には少ないと考えられる。 

4.2.3 協働や援助に関わるカテゴリー分類(分類３)の結果と考察 

4．2．2で分類した会話内容のうち，会話不明の発話を除き，IFCユニットを協働

や援助に関わる項目に分類を行った。ただし，１会話の中に複数の項目が含まれる

ので，総会話数と合計は一致していない(表９)。 

表９ 協働や援助分類の会話数(全 11校時合計) 
IFC 

支え合い 

促進 

教師能力 

情報交換 

迅速な 

情報交換 

気軽な 

情報交換 

働きやすい 

環境づくり 
合計 

合計 385 55 127 411 302 1280 

「気軽な情報交換」が 32％，「支え合い促進」が 30％，「働きやすい環境づくり」

が 24％であった(図４)。江頭(前掲)は，「「支え合い促進」や「働きやすさ促進」は，

助け合いがあり安心して働ける組織の雰囲気を醸成し，仕事の円滑な遂行を促進するであろう」，さらに，「「支え合い促進」，

「迅速な情報交換」，「気軽な情報交換」，「働きやすい環境づくり」をやりとりすべしという行動規範が存在する場合，IFC が組

織風土の一部を構成する」としている(47)。この職場での会話では，「支え合い促進」，「気軽な情報交換」，「働きやすい環境づ

くり」に関わる会話が多いことから，協働的で助け合いがしやすいと考えられる。そこで，具体的な IFC の事例を紹介する。 

この先，事例中に示されている①，②･･･は，その後に示す会話のユニットの要約である。また，文章中の記号は，｛◆：支え

合い促進，■：教師能力の情報交換，●：迅速な情報交換，▲：気軽な情報交換，▼：働きやすい環境づくり｝に関わると考えた

発話に付記してある。 

【事例１：2019 年５月 14 日(火) １時間目 職員同士でテスト計画表について相談する場面】   

① 本年度異動してきた職員Ａが学年主任 B にテスト計画表の様式について相談 

Ａ： 計画表を出しますよね？Ａ3 かＢ4 のでかいやつで。▲ 

Ｂ： うん，うん，うん。▼ 

Ａ： ＡタイプとＢタイプがあったんですけど，これどういうこと？◆ 

Ｂ： あー，はい…計画表に？ 

Ａ： 計画表で，かっこで，ＡとＢで，何で二タイプがあるの？ってことなんです。何の違いがあるのって思ったり，両方いるのかって▲ 

Ｂ： うん 

Ａ： 片っ方でよくない 

Ｂ： 多分，作ってみて，こういうやり方もあるな，こういうやり方もあるなって，二パターン作ったんじゃない？たぶん◆ 

Ａ： じゃぁＢ，Ｂの方かな？片方にはだーって，なんか，何とか，なんか，何とかってあって 

Ｂ： あんま見たことない 

Ａ： いいですよね，一般的な方で 

Ｂ： いいっすよ。いいよ，いいよ。▲ 

② 計画表についての会話が，職員Ａ，学年主任Ｂ以外の職員Ｃ，職員Ｄにも広がり，検討  

 (略) この会話の中には◆ ▲ ▼の会話が含まれていた。 

③ 計画表についての会話が，職員Ａ，学年主任Ｂ以外の職員にも広がり，検討している様子 

Ｂ： これがこんなかんじ■ 

Ａ： うん，うん，うん。▼ 

図２ 会話相手分類の割合グラフ 

職
務
内
容 

図３ 会話内容分類の割合グラフ 

図４ 協働や援助分類の割合グ
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Ｂ： これがこうなって，ここと，ここと，ここがこうで。終わったよな…。多分，子供たちも，あのこっちに慣れてると思うんだよね。 

Ａ： あ，そうか。この学年の子たちだから？◆ 

Ｂ： そうそうそう。去年，30 年度の，1 年の，学習のところの。◆ 

Ａ： はい了解です。すみません，ありがとうございました。▼ 

④ 職員Ａが英語科主任Ｅにテスト範囲の入力を依頼 

 (略) この会話の中には◆ ▲ ▼の会話が含まれている。 

⑤ 英語科主任Ｅと職員Ａで，授業の進度確認 

Ｅ： うん。今日終わって，次，未来形？■ 

Ａ： に，入ろうと思ってて。■ 

 (中略) 

Ｅ： ありがとうございます。▼ 

⑥ 職員Ａが，教科主任を探しているときに学年主任Ｂと職員Ｆ(他学年)が声掛け 

Ａ： 教科主任がわかんない。教科主任が。◆Ｇ先生，数学科。英語がＥ先生に渡した。社会・・・ 

Ｂ： 社会，Ｈ先生。 

Ａ： 国語は？◆ 

Ｆ： どうした？▲ 

このように，会話の中で，職員Ａと職員Ｂが昨年度の様子を確認しながら今年度のテスト計画表の形を決定していくとともに，

異動してきた職員Ａへの職務についての引継ぎが行われている。このことから，複数回会話をする中で，働きやすい環境づくり

の会話から，相談やヒントのやりとりである支え合い促進の会話へと変化していくと考えられる。また，職員Ａが職員室内でわから

ないことを口にすると，同学年職員だけではなく，他学年職員も気軽に声をかける様子が見られた。このようなやりとりがこの職場

では，日常的に行われており，これが，相談のしやすさや協働的であると感じることへつながっているのではないかと考えられた。 

また，会話内容別に IFC 分類した数を示す(表 10)。多くの項目では，「気軽な情報交換」，「支え合い促進」，「働きやすい環

境づくり」の割合が高いが，教科関連の会話では，「教師能力の情報交換」の割合が多いことが明らかになった(図５)。 

表 10 会話内容別の協働や援助分類の会話数(全 11校時合計) 

 

そこで，教師能力の情報交換の具体を事例２で示す。 

【事例２：2019 年５月 14 日(火) ３時間目 教科の教え方について話をする数学科職員】   

① 進度確認と教授法の共有 

Ⅰ： もう，正の数・負の数終わりました？▲ 

Ｆ： まだ。この前，3つ以上の足し算やってた。■ 

Ⅰ： あああ，そっち先やったほうがいいですか？分数の？ 

Ｆ： 多項式の方が，今回そっちからやってみた。■ 

Ⅰ： あああ，そっち先やったほうがいいですか？■分数の？ほんと？ 

Ｆ： なんか，途中で入るとわかんなくなっちゃってさ。■ 

Ⅰ： 確かにね… 

Ｆ： ね 

Ⅰ： じゃぁ，今日そこだな，うち… 

Ｆ： 順番に計算したほうが，すんなり入る。■ 

この二人は，翌日も別学年の授業進度や教授法の話をしていた。このように，教科内では，進度の確認を行うとともに，教師

間での教授方法のやりとりなどが行われている。このため，教科関連の会話において，教師能力の情報交換が交わされる割合

が多くなると考えられる。 

総会話数  
802 会話 

校務 
分掌 

学級 
経営 

学年 
関連 

授業 
関連 

教科 
関連 

特別 
活動 

部活 
その
他 

合計 

支え合い 
促進 

57 13 54 19 11 11 18 202 385 

教師の能力
情報交換 

4 3 12 3 11 1 7 14 55 

迅速な情
報交換 

19 4 37 3 2 1 8 53 127 

気軽な情
報交換 

75 7 62 24 16 6 40 181 411 

働きやすい 
環境づくり 

83 7 55 10 12 7 18 110 302 

合計 238 34 220 59 52 26 91 560 1280 

図５ 会話内容別の協働や援助分類の会話グラフ 
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これらのように，会話内容の中で，気軽に声を掛け合い，援助を求めたり応えたりすることやお互いに情報交換を小まめに行

っていることが働きやすさなどへ影響を与えているのではないかと考えられる。 

4.2.4 その他の分類(分類４) 

分類２でその他の割合が 43％であったため，更に分類した（表 11）。その他に含

まれた総発話数は 365 であり，そのうちの 43％が生徒に関する会話であった(図６)。

生徒関連の会話には，学級・学年の生徒の実態を話す場合と，個の生徒の情報共

有をしている場合があった。また，生徒の話から，職員の日常雑感へとつながるよう

な発話も見られたので次に事例を示す。 

 

表 11 その他の詳細分類の会話数 

総会話数 
365 

生徒 
関連 

日常 
雑感 

プライ 
ベート 

学外 
校務 

挨拶 
お礼 

その
他 

会話数 157 110 27 22 48 1 

【事例３：2019 年５月 14 日(火) 1 時間目 遅刻生徒の会話からＧＰＳについての話題へとつながる会話】   

① 遅刻生徒Ｘの情報共有 ⇒ 生徒関連の会話  

Ｆ： Ｘは来てない。 

Ｊ： はい。 

Ｆ： てか，連絡がないからやだな。 

② 生徒Ｘと生徒Ｙの情報共有 ⇒ 生徒関連の会話  

Ｆ： 結局，（Ｘは，）Ｙが来てなければ，Ｙと(携帯で)やり取りをしているけど。 

Ｊ： この前なんかよくわかんないけど，(Ｘが)ここで，もうすぐＹがくるからって言ったとき。でっかい声でスマホ取

り出しながら，ＧＰＳ機能かなんかで，Ｙが今どこにいるかわかるみたいな。 

Ｆ： (笑顔で)ほんと～ 

Ｊ： って雰囲気で話してたから～ 

③ ＧＰＳ機能について感じていること ⇒ 日常雑感の会話  
Ｊ： (ＧＰＳで追跡できる)そういう時代かぁと思いながら 

Ｆ： そういう時代だよ。怖いね。 

Ｊ： 怖い 

Ｆ： 所在がわかっちゃうから 

このように，日常の生徒の情報から教師の日常雑感へとつながるような会話が見られる。また，生徒の生活記録(日

記)を読みながら生徒の話をしたり，授業中の生徒の姿を共有したりしながら日常雑感へと発展していく会話も見ら

れた。次に示す事例４は，生徒の生活記録の話題から教師同士で言葉の重さについて考えていく場面である。 

【事例４：2019 年５月 15 日(水) ３時間目 生徒の生活記録の話題から言葉について考える会話】 

① 生徒Ｗの生活記録について話し始める職員Ｋと職員Ｌ ⇒ 生徒関連の会話  

Ｋ： (生活記録を読みながら) 

あー。来た。Ｗ。最近，一番思うのは言葉の質量が軽くなってしまうことです。言葉の重さ。 

Ｌ： 何？言葉？ 

Ｋ： (Ｌの方を向いて)何それー。言葉の重さ。 

Ｌ： 重さね 

Ｋ： 言葉が，同じ言葉でも軽くなってるんじゃないの？ひひひひひ。 

Ｌ： よくわかんないよ～ 

② 言葉の重さについて考え，話し始める職員Ｋと職員Ｌ ⇒ 日常雑感の会話  

Ｌ： 考える？おれ，考えたことなかった。 

Ｋ： 言葉の質量。思ってる思ってる。 

Ｌ： 言葉の質量 

Ｋ： そう。重さ。 

③ 職員Ｋと職員Ｌの会話に，職員Ｄが参加して言葉の重さについての会話 ⇒ 日常雑感の会話  

④ 言葉の重さから摩擦について考えはじめ，ＳＮＳについて話題が発展 ⇒ 日常雑感の会話  

⑤ 職員Ｋと職員Ｌで，ＳＮＳと手紙を比較しながら，言葉の重さについて考える ⇒ 日常雑感の会話  

・・・以後も，言葉についての職員Ｋと職員Ｌの日常雑感についての会話がしばらく続く 

このように，生徒の話から発展して，教師の日常雑感へと話題が発展していくことで，それぞれの職員の考え方が

共有されていくと考えられる。また，生徒の話や日常雑感の会話をしている際には，③のように会話に途中参加や離

脱する職員も見られる。 

次に示す事例は，学年集会の準備の話から日常雑感へと話が広がり，他学年職員も会話に加わる事例である。 

【事例５：2019 年６月 12 日（水） ２時間目 学年集会の準備の話から日常雑感へ広がる場面】   

図６ その他の詳細分類の割合グラフ 
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① 職員Ｍと職員Ｎの学年集会の準備についての会話 ⇒ 日常雑感の会話  

Ｍ： マイクって，武道場と体育館両方使って大丈夫？ 

Ｎ： どうなんだろうね？ 

Ｍ： 波長は合う？ 

② 職員Ｍが気にしているハウリングの話から職員Ｊがハウリングについて周囲に聞く ⇒ 日常雑感の会話  

Ｊ： ハウルって現象は，どういう現象なんですか？ 

Ｎ： んー 

Ｊ： で，電波の緩衝かなんかですか？ 

③ 離れた位置にいる他学年職員Ｏがハウリングについて説明し，職員Ｊが納得する ⇒ 日常雑感の会話  

Ｏ： Ｊ先生，ハウリングって･･･(後略) 

職員Ｍの素朴な疑問が広がり，職員同士での日常雑感へと会話が広がっている様子が分かる。このほかにも，同時

間帯に職員Ｍと事務職員Ｐが学年集会の話題から日常雑感へと広がる会話をしていた。このことから，職務に関する

会話以外にも生徒の情報共有や日常雑感のやりとりが，職員室で交わされていることが明らかになった。このほかに

も，プライベートな会話や教職員の懇親会の話，社会情勢，スポーツに関する会話も交わされている。このような職

務以外の会話を通して自己開示が行われることで，職員間でお互いのことを知る機会が持てると考えられる。また，

位置的に離れた場所にいる職員にも会話が広がっており，同じ空間にいることで多様な職員と IFC を交わす機会が増

えると考えられる。榎本(1997)は，自己開示とパーソナリティの健康性に関わる諸特性との関連を検討した国内外の

研究を概観し，自己開示度と精神的健康との正の関係を報告する研究が多いことを述べている(48)。このことから，IFC
の中で，職務以外の会話を通して，自分の考えや感じていることを述べることがメンタルヘルスの向上にもつながる

のではないかと考えられる。調査校では，協働や援助に関わるような会話だけでなく，このような自己開示の会話も

多く行われていることが，職務の円滑な遂行にもつながっているのではないかと考えられた。 

 

 

５ 全体考察 

 

本研究では，第１に対象職員の職場風土認知と被援助志向性の意識調査を行い，職場の雰囲気の捉えや相談のしや

すさを調べ，第２に，その職場の職員室において教職員間で交わされる IFC の中の言語的コミュニケーションを中心

に調査し，教職員の職場の雰囲気の捉えや相談のしやすさと教職員間で交わされる IFC の具体を調査し，関連を調べ

ることが目的であった。 
質問紙調査から，調査校が協働的で相談しやすいと捉えている人が８割弱いる職場であることが明らかになった。 
IFC の調査では，分類２の会話内容としては，職務内容とそれ以外の会話内容がどちらも交わされており，分類３

の協働や援助の分類においては，「支え合い促進」や「気軽な情報交換」，「働きやすい環境づくり」などの職場の雰囲

気や相談のしやすさに関わるようなやりとりが多く交わされていることが明らかになった。また，分類４からは，職

務以外の会話の中で生徒の情報共有を小まめに行うことや自分の考えや想いを述べることがメンタルヘルスの向上に

もつながるのではないかと考えられる。調査校では，協働や援助に関わるような会話だけでなく，このような自己開

示の会話も多く行われている。酒井・窪田(2019)は，協働的風土が高く，日ごろから他の教師同士が問題を共有し合

っている職場である場合には，自らも相談しようという意図が高められると推測している(49)ことから，質問紙調査で

明らかになった協働的で相談しやすいと捉えている人が多い点につながっているのではないかと推測できる。 

以上のことから，協働的で，相談をしやすいと感じている職員が半数以上を占める職場では，教職員同士のやりと

りの中で，普段から気軽な声がけや相談が行われており，更に，校務分掌などの会話だけではなく，生徒についての

会話も割合的に多く行われていると考えられる。そして，これらのような IFC の中の言語的コミュニケーションが，

職員が安心して働ける職場となる一助になっているのではないかと考えられた。 
 

 

６ 今後の課題 

 

本研究は，フィールドが中学校 1 校であるため複数の学校で調査する必要がある。複数校の中学校現場で職員が行

う IFC を調査することで，忙しい中でどのようなコミュニケーションを交わしていくことが協働や相談のしやすさへ

つながり，教職員のバーンアウトの予防へとつながるのかを明らかにすることができると考えられる。また，中学校

だけでなく，異校種での調査も必要であると考えられる。様々な学校種で検討を行うことで，その校種の IFC の特徴

が明らかになり，効果的な情報共有につながると考えられる。更に，IFC の分類方法について再検討を行う必要性が
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あると考えられる。1 つの会話が複数の分類に当てはまることが多いので，再検討を行いたい。また，会話内容の中

での，ポジティブとネガティブな会話量についても比較していくこともできると考えられる。また，今回は言語的コ

ミュニケーションのみに着目しているので，非言語的コミュニケーションにも着目する必要もあると考えられる。 
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(５) 秦政春：「3 教師に対する子どもの問題行動 : 「教育ストレス」に関する調査研究(II)(I-2 部会 教師(1))」，日本教育社会学

会大会発表要旨集録，第 43号，pp.14-15，1991 
(６) 前掲(１) 
(７) 淵上克義：「学校組織研究に関する最新の研究動向(1) 組織認知と相互作用的視点から」，岡山大学教育学部研究集録，第

123号，pp.179-194，岡山大学教育学部，2003 
(８) 淵上克義・小早川裕子・下津雅美・棚上奈緒・西山久子：「学校組織における意思決定の構造と機能に関する実証的研究(Ⅰ)」，

岡山大学教育学部研究集録，第 126号，pp.43-51，岡山大学教育学部，2004 
(９) 淵上克義・西村一生：「教師の協働効力感に関する実証的研究」，教師学研究，第 5.6巻，pp.1-12，日本教師学学会，2004 
(10) 久保木学・阿内春生：「学校課題の共有化プロセスにおける教職員間コミュニケーションの研究—M-GTA による教職員のイ

ンタビュー分析から—」，福島大学総合教育センター紀要，第 21号，pp.1-8，福島大学総合教育研究センター，2016 
(11) 淵上克義：「学校組織の心理学」，日本文化科学社，2005 
(12) 江頭尚子：「高等学校の学校組織におけるインフォーマル・コミュニケーション—生徒集団の意識や行動，教師の学校変革へ

の意識や行動に及ぼす影響－」，経営行動科学，26巻，２号，pp.133-148，経営行動科学学会，2013 
(13) 前掲(１)     
(14) 前掲(７) 
(15) 原岡一馬：「人間とコミュニケーション」，ナカニシヤ出版，1990 
(16) 前掲(12) 
(17) 水野治久：「援助志向性と被援助志向性の心理学 困っていても助けを求められない人の理解と援助」，金子書房，2017 
(18) 田村修一・石隈利紀：「中学校教師の被援助志向性に関する研究 —状態・特性被援助志向性尺度の作成および信頼性と妥当性

の検討-」，教育心理学研究，54巻，１号， pp.75-89，日本教育心理学会，2006  
(19) 田村修一：「教師の援助要請」 水野治久編著，「援助志向性と被援助志向性の心理学 困っていても助けを求められない人

の理解と援助」，pp.47‐57，金子書房，2017 
(20) 三好祐二・藤原忠雄：「小学校における特別支援教育担当教員の校内支援体制の活用状況に及ぼす要因の検討 —職場風土,被

援助志向性および被支援体験との関連から—」，学校心理学研究，12巻，１号，pp.3-14，日本学校心理学会，2012 
(21) 田村修一・石隈利紀：「中学校教師の被援助志向性を規定する要因--会話スキル,校長のリーダーシップおよび職場風土に対す

る認知に焦点をあてて」，カウンセリング研究，41巻，3号，pp.224-234，日本カウンセリング学会，2008 
(22) 前掲(21)    
(23) 前掲(20)    
(24) 前掲(７)    
(25) 前掲(12)    
(26) 前掲(10) 
(27) 山田真紀・藤田英典：「教師間のコミュニケーションに関する実証的研究－情報ネットワークの構造と機能に注目して」，椙

山女学園大学研究論集 社会科学篇，第 35号，pp.147-168，椙山女学園大学，2004 
(28) 前掲(７)    
(29) 前掲(18)    
(30) 前掲(18)    
(31) 前掲(11) 
(32) 小川一美：「対人コミュニケーションに関する実験的研究の動向と課題」，教育心理学年報，第 50号，pp.187-198，日本教育

心理学会，2011 
(33) 前掲(27) 
(34) 中田正敏：「支援ができる組織創りの可能性─「対話のフロントライン」の生成─」，教育社会学研究，92巻，pp.25-46，日

本教育社会学会，2013 
(35) 前掲(27) 
(36) 佐藤昭宏：「職員室風土の理論的検討  中学校における職員室風土の研究(2)」，北海道大学大学院教育学研究院紀要，117号，

pp.147-170，北海道大学大学院教育学研究院，2012 
(37) 中野博幸・田中敏：「フリーソフト js-STAR でかんたん統計データ分析」，技術評論社，2012 
(38) 前掲(27)    
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(39) 前掲(27)    
(40) 前掲(27) 
(41) 山本裕子：「新しいタイプの高校における教員の仕事と多忙化－学校組織の運営上の課題に関する事例研究－」，教育社会学

研究，81，pp.45-65，日本教育社会学会，2007 
(42) 前掲(12)    
(43) 前掲(27)    
(44) 酒井麻紀子・窪田由紀：「小学校教師の職場における援助要請に関連する要因の検討-被援助志向性，問題に対する内的な帰

属，協働的風土に着目して-」，教育心理学研究，67巻，pp.236-251，日本教育心理学会，2019 
(45) 前掲(27)    
(46) 前掲(27)    
(47) 前掲(12) 
(48) 榎本博明：「自己開示の心理学研究」，北大路書房，1997 
(49) 前掲(44) 
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第３回日本学級経営学会研究大会の記録 

 
 
日 時 ２０２１年３月６日（土） １０：００〜１５：５０ 
会 場 Zoom（上越教育大学） 
日 程 １０：００〜１０：１０ 開会行事 
    １０：１０〜１１：３０ 講演 白松賢（愛媛大学） 

「子どもと教師をエンパワメント−21 世紀型学級経営への転換を目指して− 
１１：３０〜１２：００ 鼎談 白松賢・赤坂真二（上越教育大学）・阿部隆幸（上越教育大学） 

    １３：００〜１４：２０ 研究発表１ 
    １４：３０〜１５：５０ 研究発表２ 
 
研究発表 
◯Ａ会場 

101 
○木下 将志 

 赤坂 真二 

千曲市立治田小学校 

上越教育大学教職大学院 

クラス会議に対する児童の認識に関する探索的

検討-小学校高学年を対象とした自由記述分析- 
13:00 

102 
○米澤 彩 

 赤坂 真二 

上越教育大学 

上越教育大学 

アドラー心理学に基づくクラス会議における児

童の発話に関する事例研究―学級満足度の高い

児童と低い児童の比較を通して― 

13:20 

103  矢野 保志斗 上越教育大学教職大学院 
クラス会議の実施が児童の対人的自己効力感に

与える影響 
13:40 

104  佐橋 慶彦 名古屋市立守山小学校 SECI モデルを活用した学級文化の共創 14:00 

105  安彦 俊宏 宮城県仙台市立向陽台小学校 

共同体感覚育成を目指した学級経営～ポジティ

ブディシプリンに基づく教師の在り方とクラス

会議と～ 

14:30 

106 
○植木 遥香 

 松山 康成 

大阪府寝屋川市立西小学校 

大阪府寝屋川市立西小学校 

学級におけるポジティブ行動支援―CWPBS 用行

動指導計画シートの開発と活用― 
14:50 

107  榊原 岳 八街市教育委員会 
望ましい行動を学習するための随伴性形成トレ

ーニング 
15:10 

◯Ｂ会場 

201  甫仮 直樹 上越教育大学教職大学院 

他者との関係の中で促される自分自身への気付

きに関する事例的研究－「ハートカードプロジ

ェクト」による相互作用を通してー 

13:00 

202 

○末吉 祥大 

 森野 敦士 

 岡田 広示 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

構成的グループ・エンカウンターの親和的な人

間関係を醸成する効果の実践的研究 
13:20 

203 
○三木 惇 

 岡田 広示 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

児童の自己肯定感の向上に向けた取組について

－構成的グループ・エンカウンターの活用を通

して－ 

13:40 
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204 

○鳥居 明日香 

 大塚 祐一郎 

 須山 諒 

 深瀨 和朗 

 矢野 保志斗 

 赤坂 真二 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

「認め合い、進んで学び合う子の育成」ー「ス

テーション授業構想」をもとにした取り組みを

通してー 

14:00 

205  渡邊 克吉 富士河口湖町立小立小学校 

自他を認め合う学級集団をどのように育むのか

～学級活動におけるキャリア教育を手がかりに

～ 

14:30 

206 
○秋山 遼太 

 岡田 広示 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

教師の共感的な児童理解に関する一考察―児童

を共感的に理解することの重要性を感じたエピ

ソードを手がかりにして― 

14:50 

207 
○和田 己生 

 阿部 隆幸 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

相互評価における公平性を担保する取り組みに

関する研究 
15:10 

208 
◯前田 考司 

 阿部 隆幸 

新潟県十日町市立千小学校 

上越教育大学教職大学院 

児童の振り返りに関する事例的研究 〜小 学 3

年生 記述による振り返りの実践を通し て〜 
15:30 

◯Ｃ会場 

301 
○中西 隆英 

 神田 賢人 

ノートルダム学院小学校 

ノートルダム学院小学校 

iPadを活用した児童の意識調査に基づいた新た

な自己表現を育む学習について 
13:00 

302 

○内田 佳途 

 三井 一希 

 浅井 公太 

 棚橋 俊介 

 佐藤 和紀 

常葉大学 

常葉大学 

静岡市立南部小学校 

焼津市立豊田小学校 

信州大学 

1 人 1 台の情報端末を導入後新たに必要となる

学習規律の調査 
13:20 

303  松永 広太 札幌市立北小学校 

外国語学習への主体性の形成に関する一考察- 

児童の外向性・内向性による学び方に注目して 

- 

13:40 

304  根岸 清人 
恵庭市立恵庭小学校・北海道

教育大学教職大学院 

小学校外国語科における主体的な学びを実現す

る単元構成について 
14:00 

305 
○川原 美冬 

 阿部 隆幸 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

フローチャートを取り入れたインストラクショ

ンが児童のプログラミング的思考に与える影響

―目標と学習と評価の一体化した小学校家庭科

の授業における実践― 

14:30 

306 
○長谷川凜太郎 

 阿部 隆幸 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

漢字の読み書きが苦手な子どもに対する学習支

援について―UDLの視点に着目して― 
14:50 

307  新庄 康祉 北海道教育大学教職大学院 
国語科における読解方略指導の実践～読解方略

の明示的な指導を通して～ 
15:10 

308  宍戸 寛昌 立命館小学校 
「深い学びに資する関係」を構築する授業デザ

イン 
15:30  

 



日本学級経営学会誌 ２０２１ 第３巻 
 

 −37− 

◯Ｄ会場 

401  本庄 昌宏 
北海道教育大学教職大学院札

幌校 

中学校における生徒と関係性を変える支援につ

いての研究 
13:00 

402  白石 敢大 上越教育大学教職大学院 
中学生の担任の先生に対する信頼感の事例研究

ー担任の先生の自己開示に着目してー 
13:20 

403  松山 康成 大阪府寝屋川市立西小学校 

新型コロナウイルス感染症流行下における子ど

もたちの実相ー感染予防対策によるミスコミュ

ニケーション予防のための「感情・体調共有ポ

ケットチャート」の開発からー 

13:40 

404  大村 龍太郎 東京学芸大学 

「コロナ禍の状況」と「学校の特徴」の交錯が

新任教師の学級経営観に及ぼす影響に関する考

察 -実態の異なる小学校三校に勤務する新任教

師へのインタビュー調査をもとに- 

14:00 

405 

○小杉 奏 

 佐藤 和紀 

 三井 一希 

 水谷 年孝 

 望月 覚子 

 堀田 龍也 

常葉大学 

信州大学 

常葉大学 

愛知県春日井市高森台中学校 

愛知県春日井市立出川小学校 

東北大学 

小学校教師が生じさせている可能性のあるヒド

ゥン・カリキュラムと教職経験年数との関連 
14:30 

406 
○上條 正太郎 

 赤坂 真二 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

教師の学びは如何につくられるのか―教師の協

同的な省察における対話の場において― 
14:50 

407 
○新沼 南 

 赤坂 真二 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

人的環境のユニバーサルデザインにおける教師

の言葉かけに関する事例研究 
15:10 

408  深井 正道 さいたま市立原山小学校 

協同する職員室を目指すためにミドルリーダー

が果たすべき役割の研究～自治的学級集団づく

りの視点から～ 

15:30 

◯Ｅ会場 

501  友田 真 府中町立府中小学校 
学級に安心・居場所をつくる～ある子の成長と

ともに～ 
13:00 

502  塚田 直樹 太田市立藪塚本町小学校 

特別支援学級における「対話的」な文章作成の

個別実践―学級通信の作成発行で相手意識を涵

養する― 

13:20 

503  星野 克 新潟県柏崎市立剣野小学校 特別支援学級におけるクラス会議の効果検証 13:40 

504 

○萱森 江梨子 

 北 洋輔 

 柴澤 拓 

 千葉 史之 

 西脇 双葉 

 新沼 南 

 赤坂 真二 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

上越教育大学教職大学院 

対人技能獲得のための一貫した取組が、学級雰

囲気に及ぼす影響について 
14:00 

 



 

 - 39 - 

学会誌執筆要領 

 

１ 投稿は、日本学級経営学会会員に限る。 

２ 本会会誌は、本会会則第３条（目的）に示される研究、即ち、「学級経営の臨床場面のデータ」に基づいた研究

を掲載する。 

３ 投稿原稿は，パソコン等を用いて作成し，電子版により提出すること。最終原稿提出時には，原稿の他，必要に

応じて図版等(元データ)も提出すること。 

４ 論文は，以下の項目に従って作成するものとする。 

 (1) 論文の構成 

  ア 論文題目 

  イ 執筆者名 

    ウ 要旨 

  エ キーワード 

  オ 本文 

  カ 注 

  キ 引用文献，参考文献 

 (2) 書き方 

  ア 論文の長さは，表・図・写真・要旨を含めて，10 ページを限度とする。 

    ただし，編集委員会が認めた場合は，制限ページを超える論文を投稿することができる。 

  イ 用語は常用漢字，現代かなづかいを用いることを原則とする。  

  ウ 書体 

   ① 和文の場合は明朝体 9 ポイント，欧文の場合は Times 11 ポイントを標準とす る。 

   ② 書体を指定する場合には，朱書きで明確に指示すること。  

   ③ 「である調」で横書き，当用漢字，現代仮名遣い，読点は「，」，句点は「。」とする。 

  エ 論文題目 

    副題がある場合，副題を示す記号の種類と記載位置は任意とする。  

  オ 執筆者名 

   ① 論文題目より 1 行空けとする。 

   ② 共同執筆の場合，各執筆者の間に・を入れる。 

   ③ 執筆者名の後，（ ）の中に執筆者の所属を入れる。 

  カ 要旨 

   ① 論文の最初のページに要旨を付すこと。 

   ② 要旨の分量は，11 行程度とする。 

  キ キーワード 

   ① 記載方法と掲載順番については任意とする。 

   ② 中央に キーワードと太字で記載し，キーワードの゙書き出しは次の行から中央揃えで行うものとする。 

  ク 本文中の見出し 

   ① ゴシック体とし，ポイント・システムを原則とする。 

    (章)    1         2         3 

    (節)     1.1         2.1         3.1 

    (項)     1.1.1     2.1.1     3.1.1 

   ② 章の見出しの位置は任意とし，前行と前々行と次行を空けて 4行分用い，文章の書き出しは次の行から行

うものとする。 

   ③ 節の見出しの位置は任意とし，前行を空けて 2 行分用い，文章の書き出しは次の行から行うものとする。 

   ④ 項の見出しの位置は任意とし，文章の書き出しは次の行から行うものとする。 

  ケ 図・表 

   ① 図・表の表記は，原則として「図」「表」とする。但し，論文内では必ず表記を統一する。 

   ② 図表の表示は，必要最小限の範囲にとどめる。 
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   ③ 図の番号とタイトルは，図の下部に記入し，表の番号とタイトルは，表の上部に記載する。 

   ④ 図・表の番号は，図 1，表 1，のように書く。 

  コ 注，引用文献，参考文献 

   ① 注は，本文中に肩付き数字 1)2)3)で示し，論文末にまとめる。 

   ② 引用文献は，肩付き数字(1) (2) (3) で示し，論文末にまとめる。 

   ③ 参考文献で番号を付ける場合は，1 2 3 で示す。又は，引用文献と一緒に書いて番号を付ける場合は，

(1) (2) (3)で示゙す。  

   ④ 記載の方法は，次のようにする。 

    ⅰ 著者名：「論文名」，雑誌名，巻，頁，発行機関または発行所，発行年 

    ⅱ 著者名：「単行本」，頁，発行所，発行年 

    ⅲ なお，著者名はフルネームで書くこと。 

５ 原稿は常時募集し，審査を経てのち発行する。 

６ 以下の体裁を標準とする。原稿への体裁の適用は事務局にて行う。 

 (1) 用紙サイズは A4 判とする。 

 (2) 余白は，上 28mm，下 25mm，左 20mm，右 20mm を基本とし，図・表等に合せて適宜調整する。 

 (3) 和文は明朝体 9 ポイント，52 字×49 行、英文は Times11 ポイント，95字(単語で区切る)程度× 47 行，を

基本とする。 

 (4) 論文タイトルは 17 ポイント，執筆者名は 11.5 ポイント，要旨の見出しはゴシック体，要旨の本文は 8.5 

ポイント，キーワードは 9 ポイント太字，見出しはゴシック体，章見出しは 10.5 ポイント，所属は 8 ポイン

ト，注は 8.5 ポイントとする。 

 (5) 巻( VOL.)は，通し番号とする。分冊にする場合は，号(NO.)に分ける。 

 (6) 国際標準逐次刊行物番号を表紙に記載する。( ISSN 現在取得中) 

 (7) 本ページ下部にある「学会誌フォーマット」「学会誌割付見本」を参考にできる。 

７ 投稿は電子メールでのみ受け付ける。投稿原稿（*1）には投稿票を添付して、編集委員会にメールで送る。その

際，「件名」は「日本学級経営学会誌」とする。メールアドレスは info@classroom.gifts とする。 

  *1 原稿は、オリジナル１部及び査読用コピー（著者の氏名、所属、謝辞等を除いたもの）とする。 

８ 掲載された論文の原稿（図版、写真等を含む）は，返却しない（特別な場合を除く）。 

９ 同一学会誌同一号に同一執筆者の論文は一編のみとする。ただし，筆頭執筆者でない場合はこの限りではない。 

10 本誌に掲載された論文の著作権（＝著作財産権、Copyright）は，日本学級経営学会に帰属する。 
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入会手続き 

 

入会申し込みを本会のメールアドレス（info@classroom.gifts）に電子メールで申し込む。 

・ 件名は「入会申込」とする。 

・ 以下の内容を必須項目とする。 

氏名、ふりがな、住所、メールアドレス、所属、専門分野（３つまで） 

※ 今後、連絡の一切をメールで行うので、携帯メールを使用する方は PC メール、もしくは、

「info@classroom.gifts」のメールが受信できるように設定しておくこと。論文投稿等を考えると、PC メールで

やりとりすることが望ましい。 

 

 ・入金が確認した後、正式な会員とする。（当面は年額 1,000円 複数年度分納めるのも可、ただし 5 年分まで） 

 

 

  ゆうちょ口座からの「振り込み」「郵便振替電信振込依頼書」の場合（手数料はご負担ください） 

   おなまえ 日本学級経営学会 

   記号 １１２２０  番号 ４１０９０２９１ 

 

 

  他金融機関からの振り込みの場合（手数料はご負担ください） 

   銀行名  ゆうちょ銀行 

   店名   一二八（読み イチニハチ） 

   店番   １２８ 

   預金種目 普通預金 

   口座番号 ４１０９０２９ 

 

 

退会する場合は、入会時同様、電子メールで申し込む。 

 

法人会員は、上記個人会員と同様に入会手続きを行う、但し、年会費を 3 万円とする。  
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会則 

 

 

第１条（名称）    本会は日本学級経営学会と称する。 

第２条（所在地）  本会は事務局を新潟県上越市山屋敷町 1 番地（上越教育大学内）におく。 

第３条（目的）    学級経営の臨床場面のデータに基づく研究による，研究と実践を往還する学級経営学を蓄積・構

築し，わが国の教育の発展に寄与することを目的とする。     

第４条（事業）    本会は次の事業を行う。 

        １ 大会・研究会の開催 

        ２ 会誌『日本学級経営学会誌』の刊行 

        ３ その他必要な事業 

第５条（会員）    本会の趣旨に賛同し、入会を希望するものを会員とする。 

第６条（役員）    本会に以下の役員を置く。（任期は４年とする） 

        １ 代表理事    1 名     会務の総括（理事の互選による） 

        ２ 理事        若干名    会の運営（会員からの推薦と会長の任命によって選出される） 

        ３ 事務局長    １名     会の運営・実務（代表理事の指名による） 

第７条（総会）    本会は、年一回、大会、または電子メール配信システムによって代表理事の主催により開催す

る。 

第８条（経費）    本会の経費は、会費、寄付金等によってこれにあてる。 

第９条（設立年月日）本会の設立年月日は 2018 年 2月 1 日とする。 

 

 

附則     

・ 本会立ち上げから４年は、学会の安定した運営を図るために、特別に２名の代表理事を置く。 

・ 本会則は第一回学会総会より発効する。 
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２０２０年度 日本学級経営学会役員名簿 

 

 

代表理事  赤坂 真二  上越教育大学 

      阿部 隆幸  上越教育大学  （編集委員長） 

事務局長  佐藤多佳子  上越教育大学  （編集委員） 

理  事  青山 新吾  ノートルダム清心女子大学 

      岡田 広示  上越教育大学 

      近藤 佳織  小千谷市立小千谷小学校 

      佐藤 正寿  東北学院大学 

      佐内 信之  東京学芸大こども未来研究所 

      松下 崇   神奈川県横浜市立川井小学校 

      山田 洋一  北海道恵庭市立和光小学校 
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上越教育大学内 

日本学級経営学会 
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